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Ⅰ 基本戦略策定の趣旨 

１．策定の趣旨 
平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分、国内観測史上最大規模の地震（マグニチュード 9.0）と

なる「東北地方太平洋沖地震」が発生し、震度 7 にも及ぶ地震動に加えて巨大な津波が発生し、

東北地方を中心に甚大な被害をもたらした。この事態を受けて、中部圏においては、今後 30
年以内に発生する確率が 70％程度（令和 3 年 1 月 1 日時点では 70％～80％）と予測されてい

る南海トラフ地震（東海地震、東南海・南海地震）、さらには、中央防災会議（内閣府）におい

て検討されている、南海トラフ巨大地震などを前提として、今後の対応のあり方を至急点検し、

見直す必要がある。 
これまで中部圏においては、東海地震、東南海・南海地震等を念頭に、国や地方公共団体な

どの防災関係機関が個別に様々なハード対策やソフト対策を講じてきた。しかしながら、今回

の東日本大震災を踏まえると、運命を共にする国や地方公共団体のみならず、学識経験者や地

元経済界が幅広く連携し、緊急対応・復興を見据えた地震防災に関するオペレーション計画を

あらかじめ策定しておく必要があることが明確となるとともに、このオペレーション計画の基

となる対応方針を国や地方公共団体などの関係機関が一体となって検討し、共有していくこと

が重要であると認識された。 
このため、中部圏の実情や課題を踏まえつつ、総合的かつ広域的視点から重点的・戦略的に

取り組むべき事項を示した「中部圏地震防災基本戦略」を協働で策定することとした。 
本基本戦略は、巨大な地震による広域的大災害に対し、中部圏の実情に即した予防対策や応

急・復旧対策などの対応方針を示すものであり、国の機関や地方公共団体のみならず、学識経

験者や地元経済界が認識を共有し、協働により策定に取り組むことで、各主体が共通の基本方

針の下、適切な役割分担により対策を進めていくことが可能となる。さらに、そのための仕組

みや体制づくり、人材育成、連携のあり方などについても検討し、地域の民間企業や住民の皆

さん等と連携して対策を進めていくことで、中部圏が一体となった実効性の高い取組が実現さ

れる。 
 

２．策定の前提 
本基本戦略は、中央防災会議（内閣府）において見直しが行われた南海トラフ巨大地震の被

害想定や国及び地方公共団体の防災基本計画、地域防災計画の見直しと相互に関連する。その

ため、中央防災会議による議論の状況や新たな情勢の変化等、前提条件の変更等がある場合は、

見直し等を含め、対応を図ることとしている。 
また、本基本戦略は、国土形成計画法に基づき策定された「中部圏広域地方計画」の「中部・

北陸圏強靱化プロジェクト」の一環として、中部圏における防災力向上の推進を図るための基

本方針となるものである。 
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Ⅱ 南海トラフ巨大地震による災害 

本基本戦略では中央防災会議が公表した「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次

報告）」（平成 24 年 8 月 29 日）、「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）」（平

成 25 年 3 月 18 日）や東日本大震災、熊本地震、大阪府北部地震、北海道胆振東部地震にお

ける知見、及び「国土交通省 南海トラフ巨大地震対策計画［第 2 版］」（平成 31 年 1 月 29 日）、

「南海トラフ地震防災対策推進基本計画（令和元年 5 月 31 日）」や「南海トラフ地震の多様な

発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン（令和元年 5 月）」等を参考に、南海トラフ巨大地

震の発生に伴う事態を出来る限り具体的に想定しつつ、南海トラフ巨大地震の発生可能性が高

まったと評価された場合の対策を含めて検討を行う。 
また、長野県（南海トラフ巨大地震）、岐阜県（南海トラフ）、静岡県（南海トラフ巨大地震）、

愛知県（過去地震最大モデル）、三重県（過去最大クラス）、の各県が想定する被害についても

参考にしつつ検討する。 
 

１．被害の概要 
１．１ 強い揺れや巨大な津波の発生 
（１）強い揺れ 

・震度 6 弱から震度 7 の強い揺れが、中部圏を含む関東から九州までの太平洋側の広範

囲で発生する。 
・震源から離れた地域も含め、長周期地震動が発生する。 
・中部圏で震度 7 が想定される地域は、静岡県で 14 市町、愛知県で 7 市町、三重県で 4

市町である。 
～各県の被害想定～ 
震度 7 が想定される市町 

県名 震度 7 が想定される市町数 
長野県 0 
岐阜県 0 
静岡県 14 
愛知県 7 
三重県 4 

 
（２）液状化・地盤沈下・土砂災害等 

・強い揺れに伴い、沿岸部や河川沿いを中心に多数の液状化・地盤沈下が発生するとと

もに、地殻変動による広域的な地盤沈下も発生する。 
・強い揺れに伴い、非常に脆い地質構造の急傾斜地では、地すべりや斜面崩壊等の土砂

災害が発生する。 
・強い揺れに伴い、谷埋め盛土の液状化等により地すべりが発生し、造成地が崩壊す 
る。 
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・強い揺れに伴い、かつての亜炭採掘地やため池においては、炭鉱跡での崩落被害や、

耐震性が不足するため池堤防の決壊等が発生する。 
～各県の被害想定～ 
液状化可能性大の面積 

県名 液状化可能性大の面積 
長野県 0ｋ㎡ 
岐阜県 県の面積の 11％ 
静岡県 194.3ｋ㎡ 
愛知県 692ｋ㎡ 
三重県 非公開 

 
（３）短時間で襲来する津波、広範囲に襲来する巨大な津波 

・駿河湾沿岸や紀伊半島沿岸地域等のようなトラフ軸の近傍では、地震発生の数分後に

は 5ｍを超える津波が襲来する。 
・関東から九州の太平洋沿岸にかけて、広範囲にわたる沿岸域に巨大な津波が発生し、

場所によっては 30ｍを超える巨大な津波が襲来する。 
・中部圏で最大津波高が 10ｍ以上と想定される地域は、静岡県で 18 市町、愛知県で 1
市町、三重県で 9 市町であり、平均津波高が 10ｍ以上と想定される地域は、静岡県で

9 市町、三重県で 6 市町である。 
 

～各県の被害想定～ 
最大津波高と浸水深 1ｃｍ以上の面積 

県名 最大津波高（ｍ） 
浸水面積 

浸水深 1ｃｍ以上 
（ha） 

静岡県 33 15,800 
愛知県 10.2 26,452 
三重県 11.7 23,381 

 
（４）交通施設被害 

・東海地方が大きく被災するケースにおける交通施設被害は、道路施設被害が約 30,400
箇所～約 40,400 箇所（高速道路・一般道路における被害箇所数の合計）、鉄道施設被

害が約 13,400 箇所～約 18,700 箇所（新幹線を含む）、港湾の岸壁被害が約 630 箇所

～約 1,200 箇所、その他係留施設被害が約 2,400 箇所～約 3,800 箇所、及び被災防波

堤延長が約 135km（国際戦略港湾・国際拠点港湾、重要港湾、地方港湾の合計）であ

る。このうち中部圏（長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）では、道路施設被

害が約 10,950 箇所～約 13,700 箇所、鉄道施設被害が約 4,650 箇所～約 5,740 箇所、

港湾の岸壁被害が約 350 箇所～約 480 箇所、その他係留施設被害が約 1,130 箇所～約
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1,240 箇所、及び被災防波堤延長が約 41.5km である。 
 
～各県の被害想定～ 
【道路（緊急輸送道路）】 
長野県 
南海トラフ巨大地震における道路施設被害率分布図 

 
 
岐阜県 
道路の被害は、岐阜、西濃圏域では耐久性の低い橋梁の損傷や液状化により道路に埋設 
されたマンホールの浮き上がり、橋台背面の沈下が多く発生する可能性がある。液状化 
による被害は、中濃、東濃、飛騨圏域では一部で発生する可能性がある。 
 
静岡県 
緊急輸送路の総合的な影響度の想定結果 

 
 
愛知県 
緊急輸送道路を対象に、橋梁や盛土被害、がけ崩れ、津波などの要因を考慮した通行支

障を想定した。海部郡では長期的な湛水による通行支障が想定されるほか、沿岸部では

主に津波、内陸部では主に橋梁損傷による通行支障が想定される。          
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三重県 
今回想定した影響ランクは、想定される外力（揺れ・津波など）と過去の事例等に基づ

いて設定したものである。 

 
 
【鉄道】 
長野県 
南海トラフ巨大地震における鉄道施設被害率分布図 

 

 
岐阜県 
岐阜県全域で運休となる可能性がある。 
施設被害は発生しないと予測されるが、地震の揺れが長く続くことから液状化により 
線路が被災する可能性がある。 

 
静岡県 
鉄道の総合的な影響度の想定結果 
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愛知県 
鉄道施設の位置に想定される揺れや津波等のハザードを確認した。強い揺れや津波等の 
影響により、県内の鉄道は概ね 1 週間以上の運行支障が想定される。 

   

三重県 
沿岸部の路線を中心に、震度６弱以上の強い揺れにより概ね１週間以上の運行停止が想 
定される。また、伊勢湾沿岸では広域的な浸水、熊野灘沿岸では局所的に大きい浸水深 
となり、概ね１週間以上の運行停止が想定される。 

 
【港湾・漁港】 
静岡県 
耐震強化岸壁を活用し、4 日目以降に緊急物資の海上輸送が行われる。レベル 2 の地震・

津波の場合には短期間での復旧が困難になることも考えられる。 
 

愛知県 
県内の港湾・漁港について、地震による岸壁の被害程度を想定した。県内の多くの港湾

において、揺れ・液状化による岸壁の大きな被害が想定され、被害が軽微なエリアは知

多半島・渥美半島の一部に限られる。加えて津波による港湾施設の被害、船舶・コンテ

ナの被害、航路障害等も想定される。 
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三重県 
伊勢志摩や東紀州を中心に多くの港湾・漁港施設が利用困難となると想定される。 

ｆ 

 
 
【飛行場・ヘリポート】 
長野県 
松本空港の震度・液状化危険度・津波 

空港名 震度 液状化危険度 津波 
松本空港 ５弱 － － 

 
静岡県 
静岡空港の震度・液状化危険度・津波 

空港名 震度 液状化危険度 津波 
静岡空港 ６強 － － 

 
主な飛行場・ヘリポートの震度・液状化危険度・津波 
飛行場・ヘリポート 震度 液状化危険度 津波 
航空自衛隊静浜基地 ６強 中 － 
航空自衛隊浜松基地 ６強 － － 
静岡ヘリポート ６強 小 － 

 
震度６強以上となる防災拠点ヘリポート・防災ヘリポート 約 170 箇所 
浸水の恐れがある防災拠点ヘリポート・防災ヘリポート 約 30 箇所 
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愛知県 
中部国際空港及び県営名古屋空港について、想定されるハザードに基づき定性的に被害

様相を検討した。両空港とも点検等により空港を一時閉鎖するが、災害発生から 3 日以

内に救急・救命活動、緊急輸送物資及び人員等、輸送の受け入れが可能になると想定さ

れる。 
 
空港 

空港名 震度 
液状化 
危険度 

津波 

中部国際空港 ６弱 小 主に空港島東側・南側で一部浸水 
県営名古屋空港 ５強 小 浸水しない 

 
ヘリポート等が受ける地震動・液状化危険度・津波について整理した。一部のヘリポー

ト等では液状化の危険や津波が浸水するおそれがあるほか、離着陸場内に住民等が避難

していたり、アクセス道路に被害が生じたりすること等により、輸送機能に支障が生じ

る可能性がある。 
 
ヘリポート 

 緊急時ヘリコプター 
離着陸可能場所 

県防災ヘリコプターの 
飛行場外離着陸場 

震度６強以上となる 
ヘリポート等 

128 箇所 24 箇所 

液状化危険度が 
極めて高い（PL 値＞15） 

ヘリポート等 
235 箇所 24 箇所 

浸水の恐れがある 
ヘリポート等 

121 箇所 23 箇所 

 
三重県 
 北勢～伊勢市の沿岸部を中心に、液状化危険度が高く、かつ津波浸水の恐れがあるヘ

リポート等が存在すると想定される。 
伊勢湾ヘリポートは、施設自体の浸水には至らないが、内陸側が浸水し孤立することが

想定される。 
ヘリポート等への影響 

液状化危険度が極めて高く、 
かつ津波浸水の恐れがある 

37 箇所 

液状化危険度が極めて高い 82 箇所 
津波浸水の恐れがある 71 箇所 
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（５）建物等被害 
・東海地方が大きく被災するケースにおける全壊及び焼失棟数は、約 954,000 棟～約 

2,382,000 棟である。このうち中部圏の全壊及び焼失棟数は、約 493,900 棟～約

929,600 棟である。 
～各県の被害想定～ 
全壊及び焼失と半壊の建物 

県名 全壊及び焼失（棟） 半壊（棟） 
長野県 110 1,220 
岐阜県 35,010～35,210 100,000 
静岡県 242,000～285,000 244,000～255,000 
愛知県 73,000～94,000 279,000～284,000 
三重県 約 70,000 約 141,000 

 
（６）人的被害 

・東海地方が大きく被災するケースにおける死者は、約 80,000 人～約 323,000 人であ

る。このうち中部圏の死者は、約 59,220 人～約 175,250 人である。 
～各県の被害想定～ 
死者、重傷者等の人数 

県名 死者数（人） 重傷者数（人） 軽傷者数（人） 
長野県 20～40 590～770 140～180 
岐阜県 180～470 620～830 7,180～12,170 
静岡県 34,000～102,000 21,000～33,000 48,000～58,000 
愛知県 1,700～6,400 6,700～9,000 25,000～32,000 
三重県 約 34,000 約 2,800 約 15,000 

 
１．２ 被害の様相 
（１）短時間で襲来する津波、広範囲に襲来する巨大な津波 

・関東から九州の太平洋沿岸にかけて、広範囲にわたる沿岸域に巨大な津波が発生し、

地域によっては、30ｍを超える巨大な津波が襲来。中部圏では駿河湾沿岸や紀伊半島

沿岸等のようなトラフ軸近傍において、地震発生の数分後には 5ｍを超える津波が襲

来。 
・津波による死者は最大で約 230,000 人、救助を要する人は最大で約 40,000 人。中部

圏では、津波による死者は最大で約 133,400 人、救助を要する人は最大で約 12,000
人。 

・特に、高い建物や高台等が少ない平野部においては、津波からの避難が困難となる住

民等が大量に発生。 
・観光客等の外部からの来訪者については、避難場所、避難路を認識していないため、

避難に支障。 
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（２）地震や津波による多数の鉄道や航空機等の事故 
・最大クラスの震度分布・津波高により震度 6 弱以上または津波高 3ｍ以上と想定され

る中部圏内の市町村を通過する鉄道路線は、東海道新幹線及びＪＲ東海道線、名古屋

鉄道名古屋線等である。 
・地震発生時に、長時間の閉鎖が想定される空港へ向かっており、目的地変更が必要と

なる航空機は約 25 機。 
 

（３）広域的に甚大な被害が発生するとともに、通信・情報が途絶する地域が発生するこ

とで、被災地の情報収集が困難な状況の発生 
・震度 6 弱以上の強い揺れが関東から九州までの太平洋側を中心に約 7.1 万 km2 の範囲

で発生。中部圏では、震度 6 弱以上の強い揺れとなる範囲は約 3 万 km2。 
・また、関東から九州の太平洋沿岸にかけて、広範囲の沿岸域に巨大な津波が襲来し、

浸水面積は約 1,000 km2、約 450 市区町村となる等、広域的に甚大な被害が発生。中

部圏内の浸水面積は約 400 km2、約 108 市区町村。 
・地震の揺れや津波等により通信施設等に被害が発生した場合には、被災地域からの情

報入手が困難。 
・地域によっては、巨大な津波により壊滅的な被害を受けることで、地方公共団体の機

能が喪失し、被災状況等の情報が入手不能。 
・悪天候時、夜間時等においては、ヘリ等による緊急調査が困難となり、被災状況の把

握に支障。 
 

（４）救援・救助を必要とする被災地が広範囲にわたり多数発生 
・強い揺れによる建物倒壊等に伴う要救助者、巨大な津波による行方不明者やビルにお

ける孤立避難者等が、広範囲にわたり多数発生。中部圏において孤立可能性のある農

業集落数は、324 集落、漁業集落は、109 集落。 
・強い揺れや巨大な津波による浸水等に伴い、東海地方が大きく被災するケースで道路

は最大で約 41,000 箇所が被災。 
・東海地方が大きく被災するケースで鉄道施設は、最大で約 19,000 箇所で被災。特に東

海道・山陽新幹線（軌道の変位等の被害が 200～300 箇所）、東海・近畿・四国・九州

の太平洋側沿岸在来線は、被災と点検のため不通。 
・港湾では関東から沖縄にかけて約 5,000 箇所で被災。中部圏内では約 1,700 箇所で被

災し、特に名古屋港等では強い揺れや巨大な津波による港湾施設等の被災、引き続く

津波や多数の海上漂流物、船舶及び臨海施設等からの油・危険物等の流出により、船

舶の入出港が困難となり、海上輸送機能が寸断。 
・空港については、中部国際空港、静岡空港等の空港で強い揺れや巨大な津波による浸

水の発生により滑走路等の点検のため一時閉鎖となる。 
・上記のような交通網の寸断により、広範囲にわたる多数の被災地への救援・救助のた

めの部隊の進出が難航。 
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（５）二次災害の発生と被害の拡大 
①市街地における火災発生と大規模な延焼 
・強い揺れによる建物倒壊に伴い、火災が各地で発生、密集市街地では大規模に延焼し

最大で約 200,000 棟が焼失。倒壊・延焼した家屋や道路占有物等が街路を塞ぎ、緊急

車両の通行を妨げ、救命・救助活動に影響。 
・特に都市部では、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災などでみられたような木

造密集市街地における市街地大火が発生。また、建物倒壊などによる多数の死者が発

生するほか、生き埋め者が発生し、延焼から逃げられずに死傷。 
②液状化による防潮堤等の沈下と浸水の発生 
・濃尾平野では、強い揺れに伴う液状化と地盤沈下が広範囲で発生する。揺れにより河

川堤防の機能が失われた場合には、満潮により広範囲にわたる浸水が発生。 
③大規模・同時多発的な斜面崩壊の発生と多数の河道閉塞の形成 
・強い揺れに伴い、山間部を中心に大規模な斜面崩壊や地すべりが多数発生し、家屋等

や道路、鉄道といった交通網が土砂に埋没、損壊。 
・斜面崩壊や地すべりに伴い、多数の河道閉塞が形成され、決壊による土石流で下流域

において氾濫被害が発生。 
④盛土の崩壊、廃坑の陥没等の発生 
・強い揺れに伴い、谷埋め盛土の液状化による地すべりが発生し、宅地造成地の崩壊に

よる住家の被害や、道路閉塞等が発生。 
・強い揺れに伴い、ため池盛土にすべりや亀裂が生じ、決壊により流出した多量の水が

下流域に達し、人命や住家等の被害が発生。 
・強い揺れに伴い、広範囲にわたる亜炭廃坑の陥没により、宅地や農地等に被害が発生。 
⑤臨海部等におけるコンビナート火災等の発生 
・静岡県から大分県の臨海部のコンビナート施設においては、５施設未満で火災、約６

０施設で流出が発生。 
 

（６）数千万人の被災者・避難者や被災地方公共団体の発生 
・発災翌日には、約 2,100,000～4,300,000 人が避難所へ避難し、3 日後以降においては、

在宅者が食料等の不足や断水等により避難所へ移動し始め、避難所の避難者数が増加

し、支援物資の不足・滞留や生活環境が悪化。中部圏では、発災翌日に約 2,800,000
人が避難所へ避難。 

・多数の地方公共団体において、庁舎損壊、人的損失、資機材流失等により、行政・防

災・医療・避難施設等の機能を喪失し、被災者対応等に支障。 
 

（７）被害の長期化による我が国の経済・産業活動への甚大な影響の発生 
①交通網等の東西分断 
・国道１号、東名高速道路、ＪＲ東海道本線及び情報通信網が集中する静岡市由比地区

において、揺れやその後の降雨による大規模な地すべりが発生した場合には、これら

交通等の大動脈が分断。 
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・こうした東西分断が発生した場合には、短期的には被災地への広域的な応急活動・緊

急物資輸送に支障が生じるとともに、長期的には我が国全体のサプライチェーンの分

断等による経済・産業活動への悪影響。 
②大都市圏のゼロメートル地帯における広範囲かつ長期の浸水 
・強い揺れと巨大な津波による河川・海岸堤防等の崩壊・液状化・地盤沈下に伴い、濃

尾平野等のゼロメートル地帯を中心に広範囲かつ長期にわたる浸水被害が発生。名古

屋市等では地下街で深刻な浸水被害が発生。 
・濃尾平野等のゼロメートル地帯における、道路、鉄道等の浸水により、重要交通網等

が分断。 
・長期的な浸水に伴う衛生環境が悪化。 
・浸水が長期化する場合には、大都市圏の都市機能・経済機能が停止することにより、

経済・産業活動に悪影響。 
③全国の鉄道貨物輸送を担う重要な路線での津波浸水 
・南海トラフ巨大地震により、ＪＲ東海道本線の東田子の浦～富士間をはじめ、数箇所

で津波浸水による鉄道施設被害が発生。 
・鉄道貨物輸送を行うＪＲ東海道本線の東西分断が発生することにより、食料品等の生

活必需品の流通に影響を及ぼし、社会経済に甚大な被害が発生。 
④三大湾における大量のコンテナ・船舶の滞留による港湾機能の低下 
・三大湾地域（東京湾、伊勢湾、大阪湾）の港湾は、外貿コンテナ貨物、ＬＮＧ輸入、

原油輸入を取り扱う等、我が国の経済・産業活動やエネルギー供給の拠点。 
・同地域は、水深が浅く狭隘な地形であるため、津波が襲来した場合、湾内の一部海域

に大量のコンテナや船舶が滞留し、経済・産業活動に深刻な打撃を与えるおそれ。 
 

（８）経済被害の様相 
経済的な被害は、建物・資産の被災・喪失、観光・商業吸引力の低下、企業の撤退・

倒産等の被災地における被害・サプライチェーン寸断による生産額の減少、特定商品の

価格の高騰、国際的信頼の低下等の全国への影響等、様々な事象が想定される。また、

被災地における資産等の多額な経済的被害も想定される。 
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１．３ 南海トラフ沿いで観測される異常な現象と臨時情報 
（１）南海トラフ沿いで観測される異常な現象 

南海トラフ沿いの大規模地震は発生形態が多様であり、確度の高い地震の予測は困

難であるものの、現在の科学的知見を防災対応に活かすという視点は引き続き重要で

あることから、南海トラフ沿いで観測され得る異常な現象の内、観測される可能性が

高く、かつ大規模地震につながる可能性があるとして社会が混乱するおそれがあるも

ののうち、典型的な３つのケースの概要を示す。 
    １）半割れケース 

南海トラフの想定震源域内の領域で大規模地震が発生し、残りの領域で大規模地震

発生の可能性が高まったと評価された場合を想定 

 
 

    ２）一部割れケース 
南海トラフ沿いで大規模地震に比べて一回り小さい地震（M7 クラス）が発生した場合を

想定 

 
 

◇半割れケースイメージ 

◇一部割れケースイメージ 
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    ３）ゆっくりすべりケース 
ひずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプレート境界の固着状態が

明らかに変化しているような通常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合を想定 
 

 
 

（２）南海トラフ地震臨時情報 
（１）の１）～３）に示す現象が発生したと評価された場合、以下のとおり気象庁か

ら「南海トラフ地震臨時情報」が発表される。 

 

 

◇ゆっくりすべりのイメージ 

◇情報発表までのフロー 
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（参考）南海トラフ巨大地震被害想定 
（１）東日本大震災との被害想定の対比 

南海トラフ巨大地震で被害が最大となるケースでの死者数は、30 都府県で約 323,000
人、全壊は、約 2,386,000 棟と想定されている。 

◇南海トラフ巨大地震と東日本大震災との比較 

 南海トラフ巨大地震 東北地方太平洋沖地震 

マグニチュード 9.0（9.1）※1 9.0 

浸水面積 1,015km2 ※2 561km2 

浸水域内人口 約 162万人 ※2 約 62 万人 

死者・行方不明者 約 323,000人 ※3 約 18,800人 ※5 

建物被害（全壊棟数） 約 2,386,000棟 ※4 約 130,400棟 ※5 

※1：（ ）内は津波の Mw 

※2：堤防・水門が地震動に対して正常に機能する場合の想定浸水区域 

※3：地震動（陸側）、津波ケース（ケース①）、時間帯（冬・深夜）、風速（8m/s）の場合の被害 

※4：地震動（陸側）、津波ケース（ケース⑤）、時間帯（冬・夕方）、風速（8m/s）の場合の被害 

※5：平成 24年 6月 26日緊急災害対策本部発表 

中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より 

 

 

（２）想定する地震動・津波 
東海地方が大きく被災するケースの被害想定は、地震動は 5 ケースのうち「基本ケー

ス」と揺れによる被害が最大となると想定される「陸側ケース」、津波は 11 ケースのう

ち東海地方で大きな被害が想定される【ケース①「駿河湾～紀伊半島沖」に大すべりを

設定】を組み合わせて実施している。 
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◇震度分布図（基本ケース、陸側ケース） 

中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より 

中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より 

◇津波高分布図（ケース①「駿河湾～紀伊半島沖」に大すべり域を設定） 
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（３）交通施設被害 

◇中部圏の道路施設被害箇所数（津波：ケース①） 

地震動 津波浸水域 津波浸水域外 計 

基本ケース 約 1,140 箇所 約 9,950 箇所 約 10,950箇所 

陸側ケース 約 1,140 箇所 約 12,600箇所 約 13,700箇所 

◇中部圏の鉄道施設被害箇所数（津波：ケース①） 

地震動 新幹線 
在来線等 

計 
津波浸水域 津波浸水域外 

基本ケース 約 120箇所 約 190箇所 約 4,440 箇所 約 4,650 箇所 

陸側ケース 約 110箇所 約 190箇所 約 5,530 箇所 約 5,740 箇所 

◇中部圏の港湾施設被害箇所数及び被災堤防延長（津波：ケース①） 

地震動 
岸壁 

被害箇所数 

その他係留施設 

被害箇所数 
被災堤防延長 

基本ケース 約 350箇所 約 1,130 箇所 
約 41,500m 

陸側ケース 約 480箇所 約 1,240 箇所 

中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）」より 

 

（４）建物等被害 

◇中部圏の建物等被害（地震動：基本ケース、津波：ケース①） 

項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕 

揺れによる全壊  約 359,800棟  

液状化による全壊  約 37,500棟  

津波による全壊  約 62,200棟  

急傾斜地崩壊による全壊  約 1,500 棟  

地震火災による焼失 
平均風速 約 31,910棟 約 42,710棟 約 131,060棟 

風速 8m/s 約 38,810棟 約 50,210棟 約 139,070棟 

全壊及び焼失棟数合計 
平均風速 約 493,900棟 約 505,000棟 約 593,000棟 

風速 8m/s 約 501,900棟 約 512,000棟 約 602,000棟 

 

◇中部圏の建物等被害（地震動：陸側ケース、津波：ケース①） 

項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕 

揺れによる全壊  約 625,600棟  

液状化による全壊  約 39,600棟  

津波による全壊  約 56,600棟  

急傾斜地崩壊による全壊  約 1,810 棟  

地震火災による焼失 
平均風速 約 60,040棟 約 75,050棟 約 201,340棟 

風速 8m/s 約 66,040棟 約 81,050棟 約 206,440棟 

全壊及び焼失棟数合計 
平均風速 約 784,200棟 約 799,200棟 約 924,500棟 

風速 8m/s 約 789,200棟 約 803,200棟 約 929,600棟 

中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より 
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（５）人的被害 

◇中部圏の人的被害（地震動：基本ケース、津波：ケース①） 

項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕 

建物倒壊による死者 約 22,240人 約 8,920 人 約 15,230人 

津波による死者 

早期避難率高 

＋呼びかけ 
約 81,200人 約 49,400人 約 50,000人 

早期避難率低 約 129,800人 約 108,100人 約 107,600人 

急傾斜地崩壊による死者 約 140人 約 50 人 約 90 人 

地震火災による死者 
平均風速 約 1,500 人 約 890人 約 4,300 人 

風速 8m/s 約 1,900 人 約 1,000 人 約 4,300 人 

ブロック塀・自動販売機の転倒、 

屋外落下物による死者 
― 約 90 人 約 130人 

死者数合計 

平均風速 
約 105,240人 

～約 152,840人 

約 59,220人 

～約 118,020人 

約 69,530人 

～約 128,430人 

風速 8m/s 
約 105,340人 

～約 152,840人 

約 59,320人 

～約 118,020人 

約 69,530人 

～約 128,430人 

◇図 全壊・焼失棟数（地震動ケース：基本、津波ケース：ケース①、冬・夕、風速８m/s） 

中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より 

◇図 全壊・焼失棟数（地震動ケース：陸側、津波ケース：ケース①、冬・夕、風速８m/s） 
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◇中部圏の人的被害（地震動：陸側ケース、津波：ケース①） 

項目 冬・深夜 夏・昼 冬・夕 

建物倒壊による死者 約 38,050人 約 15,100人 約 25,630人 

津波による死者 

早期避難率高 

＋呼びかけ 
約 85,900人 約 51,800人 約 52,900人 

早期避難率低 約 133,400人 約 111,100人 約 110,900人 

急傾斜地崩壊による死者 約 180人 約 60 人 約 120人 

地震火災による死者 
平均風速 約 4,100 人 約 2,100 人 約 8,600 人 

風速 8m/s 約 4,300 人 約 2,200 人 約 8,600 人 

ブロック塀・自動販売機の転倒、 

屋外落下物による死者 
― 約 110人 約 170人 

死者数合計 

平均風速 
約 126,250人 

～約 175,250人 

約 70,110人 

～約 127,110人 

約 88,240人 

～約 146,240人 

風速 8m/s 
約 127,250人 

～約 175,250人 

約 70,110人 

～約 127,110人 

約 87,240人 

～約 145,240人 

中央防災会議「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より 

 

（６）被災地における経済被害の内訳 
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Ⅲ 東日本大震災から学ぶもの 

東北地方太平洋沖地震は、震源域が広範囲に及び、強い揺れと継続時間の長い地震動に加え

て巨大な津波が発生し、沿岸部の市街地に壊滅的な被害を与えた。さらに、長期にわたり強い

余震が発生するとともに、液状化や地盤沈下が広範囲で発生した。 
その結果、多数の犠牲者が発生するとともに、莫大な資産が失われることにより我が国に大

きな経済的損失を与えた。また、福島第一原子力発電所の事故が発生し、今もなお深刻な事態

が継続している。 
中部圏は、東北地方太平洋沖地震と同様なプレート境界型の東海地震、東南海・南海地震に

直面していることに加え、これらが連動若しくは断続的に発生する複数のケース（南海トラフ

巨大地震）に対して対策を講じる必要がある。また、南海トラフ巨大地震は、東北地方太平洋

沖地震と比較して震源が近いことから、避難にあてることのできるリードタイムが短いことや

強振動となる地域が広範囲となることが予想されている。さらに、内陸活断層に伴う地震によ

り震源に近い地域では甚大な被害が生じる恐れもある。その上、長周期地震動による超高層の

ビルの甚大な被害発生なども危惧されており、中部圏が人口や産業が集積している地域である

ことを考えると日本が経験したことがない甚大な規模の人的、経済的損失が懸念される。 
このため、東日本大震災の教訓を踏まえた上で、様々な対策に取り組むことが求められる。 

 
１．命を守るための避難行動 

避難に関しては、過去の教訓に基づき避難場所と避難方法を決めて訓練を繰り返し実施して

いたことにより、命が救われた事例や避難路などの整備が迅速な避難を可能とした事例があっ

た一方、過去の地震で津波が来なかったため、避難行動をとらなかった事例や避難誘導などの

ため逃げ遅れた事例も発生した。 
 
（１）教訓と訓練による的確な行動が迅速な避難に寄与 

岩手県釜石市の小中学校の例のように、先人の教訓を踏まえた意識付けと、「想定にとら

われず、その場でできる最善を尽くし、率先して逃げる」という教育と訓練に裏打ちされ

た避難行動により、過去に経験したことがない大規模な今回の津波に対しても被害を免れ

ることができた。 
その一方、予測と比較して被害が小規模であった過去の津波警報の経験から避難行動を

とらなかった事例、自宅に戻ったり、家族を探しに行ったりするなどで避難が遅れた事例

があった。 
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（２）迅速な避難に様々な施設が貢献 

高台に設けられた避難場所や高台への避難路などの避難施設の整備が効果を発揮した事

例があった。このほか、避難施設が近くになかった地域では、近くの高くて丈夫な建築物

や盛土形式の高速道路などを避難場所として利用し、命が救われた事例があった。 

 

 
（３）迅速な避難行動の方法を身につけることが必要 

津波が迫ってきてからの避難の場合や近くに高台のない地域での避難では、同じ建物の

上の階への避難や津波避難ビルへの避難、車による遠方の高台への避難が功を奏した事例

があった一方、あまり高くない建物へ避難したことや、避難する車により渋滞が発生し、

被害を大きくした事例があった。 
また、避難誘導や要配慮者の避難支援、陸閘等操作などのために避難が遅れ、尊い命を

失うこととなった警察職員、消防団員などの例があったことにも留意しなければならない。 
なお、多くの鉄道車両が津波の被害を受けた中で、鉄道員等の適切な避難誘導により、

乗客の人的被害は生じなかった。 
 

◇被災記録の伝承（岩手県釜石市） ◇避難の様子（岩手県釜石市） 
群馬大学災害研究室HPより 

◇津波避難階段（岩手県岩泉市） 

国道45号 
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２．社会資本整備の効果と課題 
東北地方太平洋沖地震・津波は、未曾有の大災害を生じさせたが、これまでの経験を踏まえ

ながら着実に整備してきた社会資本は、被害の防止や軽減、早期の機能回復等にその効果を発

揮している。 
その一方、施設の想定外力を超えた巨大津波により、施設だけでは「守りきれない」事態が

発生した。一部の地方公共団体では、役場などが被災し行政機能が低下したり、戸籍などの情

報が消失したりする事態を招いた。 
 
（１）着実な施設整備により被害を軽減 

新潟地震、宮城県沖地震や阪神・淡路大震災などを踏まえ、これまでに耐震対策、落橋

防止対策や液状化対策などを進めていた道路、橋梁、河川・海岸堤防、港湾施設、空港、

新幹線、公共建築物などは、その被害が軽減されたが、耐震補強を行っていない箇所は、

被害を受けた。 
ただし、今後の対策を検討する上では、東北地方太平洋沖地震は、短周期が卓越した地

震動であったため、長周期地震動に対する耐性が証明された訳ではないことに留意する必

要がある。 

 
また、過去の津波被害を教訓とし、高台への集団移転、土地利用制限を行っていた地域

は、津波被害を最小限にとどめ、高台に設けた学校や病院などの重要施設は、大きな被害

を免れ、避難所としても機能を果たした。 

 

◇橋脚耐震補強（東北道、国道45号） 

◇耐震強化岸壁（仙台塩釜港 仙台港区） 

移動した通常岸壁 

耐震強化岸壁 
 

◇特定利用斜面保全事業により整備され 

高台に移転した宮城県女川町立病院 
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（２）巨大地震・津波の前には「守りきれない」事態が発生 
震度 7 にも達する強い揺れや継続時間の長い揺れにより、地滑りや崖くずれなどの土砂

災害や農業用ため池の決壊、臨海工業地帯では石油タンクやガスタンクの火災が生じ、東

北から関東地方までの広範囲にわたり液状化が発生し、河川・海岸堤防、住宅・下水道な

ど様々な施設が被災した。 
巨大な津波は、沿岸各所で海岸や河川の堤防を越える事態となり、岩手、宮城、福島の

各県で堤防の流失や損壊が起こり、人的被害のみならず家屋流失など甚大な被害をもたら

した。 

 

 

世界最大水深の岩手県釜石港の防波堤も、施設の想定外力以上の津波により施設が損壊

し、甚大な被害の発生を防ぎきることはできなかった。しかしながら、港内の水位上昇を

遅延させ避難時間を確保し、津波の高さや遡上高、流速を弱め破壊力を低減するなど一定

の効果を発揮した。 

 

 

◇津波で損壊、越流した田老防潮堤（岩手県宮古市） 

◇釜石港の津波防波堤の効果（シミュレーション結果）（（独）港湾空港技術研究所） 
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（３）信頼性の高い施設整備により迅速な緊急輸送路の確保に貢献 
東北自動車道などの信頼性の高い高速道路は、地震発生 20 時間後には緊急交通路に指定

されたほか、三陸縦貫自動車道は沿岸部の貴重な輸送路として利用されるなど、被災地の

救急救援活動に必要な人員や資材などを運ぶ緊急輸送路として機能した。また、被害が甚

大であった港湾においても、耐震強化岸壁をはじめとした一部の係留施設が被災後数日の

うちに供用開始され、海からの輸送路として機能した。 

 
 
（４）公共的空間が防災拠点として機能 

道の駅やインターチェンジと一体で整備された運動施設などの周辺施設が、自衛隊の活

動拠点や住民に水、食料、トイレを提供する避難場所となるなど、重要な防災拠点として

の機能を発揮した。 

 

◇三陸縦貫自動車道（津波を考慮して高台に計画された高速道路） 

◇自衛隊の復旧支援活動の拠点として機能した道の駅「津山」（宮城県登米市） 
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（５）信頼性の高い施設が副次的に効果を発揮 
平野部の盛土形式の高速道路が、防波堤として機能し、津波被害を抑制するとともに、

住民の避難場所として使われるなど、副次的効果を発揮した。 

 
 

◇防波堤として機能した、仙台東部道路（宮城県亘理町～仙台市宮城野区） 

仙台東部道路 海側 

陸側 

至 仙台空港ＩＣ 

岩沼IC付近 

◇仙台東部道路より海側（東側） 

◇仙台東部道路より陸側（西側） 

至 亘理ＩＣ 

◇インターチェンジと一体で整備された運動施設「スポーツ交流村」（宮城県南三陸町）  
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（６）市町村役場の被災により機能低下などが発生 
市町村役場、警察、病院などの防災拠点施設や避難所について、津波あるいは揺れによ

り建物・設備が損傷して使用不能となったことで、震災への応急対応能力が低下した事例

が多く発生した。 
被災地のうち、岩手県陸前高田市、同県大槌町、宮城県南三陸町、同県女川町では、役

場の被災により戸籍が消失した。法務局の副本から戸籍情報を復旧したものの、復旧しき

れずに完全に消失してしまった部分も生じた。 
また、いくつかの病院では、カルテが流出し、救援救護活動への支障があった。 

 

 
 

◇被災した大槌町役場（岩手県大槌町） ◇被災した南三陸町役場（宮城県南三陸町） 
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３．迅速な応急・復旧活動に求められたもの 
東北地方太平洋沖地震・津波による被害は、広域に及び、市町村や県のみでは対応できない

事態が生じた。また、流失した家屋などのがれきが道路をふさいだり、広範囲に浸水が生じた

りしたため、公共交通機関、ライフラインも一時利用できない状態となるなど、過酷な活動環

境下での、迅速かつ的確な応急・復旧活動が求められた。 
 

（１）全国から防災関係機関が集結 
初期段階では、救出救助、捜索活動における関係機関の連携が十分でなかった部分や各

機関の航空機の飛行区域が重複し、航空機が入らない区域が生ずるなどの問題が発生した

ものの、全国から防災関係機関（自衛隊、警察、緊急消防援助隊、海上保安庁、DMAT１、

国土交通省 TEC-FORCE、ドクターヘリコプター、被災地外の地方公共団体など）が駆け

つけ、活動に必要な輸送路となる道路や海上の啓開活動、浸水区域の排水活動が計画的に

展開され、一刻を争う救援・救護、救出活動によって多くの命が救われた。 

 
 

（２）関係機関が連携して道路・航路啓開、排水活動を展開 
道路管理者と自衛隊、地元建設企業などとが連携し、「くしの歯作戦」による道路啓開が

展開されるとともに、港湾においても海上保安部、整備局、作業船保有建設企業などが連

携した航路啓開が展開され、速やかに輸送路が確保された。 
道路啓開にあたっては、津波によるがれき等（個人の財産）の処理方法について即座に

判断が求められたため、東北地方整備局が速やかに関係機関と調整し、関係部局へ通知し

た。 

 
 
 
 

◇道路啓開の事例 国道45号（岩手県宮古市田老地区） 

被被災災状状況況  33月月1122日日撮撮影影  22車車線線交交通通路路確確保保  33月月1199日日撮撮影影  啓啓開開状状況況  33月月1199日日撮撮影影  

◇救援・救護、救出活動のために全国から駆けつけた関係機関 

1DAMT：「災害急性期に活動できる機動性を持ったトレーニングを受けた医療チーム」。医師、看護師、業務調整員（医療・
看護師以外の医療職及び事務職員）で構成され、大規模災害や多傷病者が発生した事故などの現場に急性期（おおむね 48
時間以内）に活動できる、機動性を持った専門的な訓練を受けた医療チームです。 
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漂流者の捜索 
漂流がれきの回収 

◇航路啓開の事例 仙台塩釜港 
流出コンテナの回収 

第１ステップは3月12日に確保。 

第2ステップは3月12日に11ルート、3月14日に14ルート、3月15日に

全15ルートの東西ルートを確保（※16日から一般車両通行可）。 

第3ステップは3月18日までに97%（国道45号、6号）が通行可能とな

る等、道路啓開は概ね終了。3月18日より応急復旧の段階に移行。 

 

◇東日本大震災における「くしの歯作戦」 

◇港湾における初動対応 
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また、岩手県、宮城県、福島県の 3 県の広範囲に及ぶ浸水に対し、全国の地方整備局か

ら駆けつけた排水ポンプ車などの災害対策機械を用い、迅速かつ機動的な排水作業が行わ

れた。特に湛水量の多かった仙台空港周辺の重点的な排水作業は、仙台空港の早期の復旧

に大きく寄与した。 

 
 

このような啓開活動や排水作業にあたっては、関係する各機関から派遣されたリエゾン

（情報連絡員）による連絡、調整が活動の効率を高めた。 
 
（３）交通・情報の孤立状態が救援活動などを阻害 

広範囲の電気・通信網の途絶、道路や鉄道の損壊などにより、交通や情報の孤立状態と

なり、被害状況の把握や救援活動、物資の運搬に支障を来した。 
その他、津波に関する情報が的確に住民に伝わらなかったことや被災後に必要とする情

報が必要とする人に必ずしも十分伝わっていない事例も見受けられた 
その一方、平時から避難所、病院などに防災無線を配備していたことで、避難した方々

の支援に大きな効果があった事例、報道機関により救援物資の要請が伝えられた事例、関

係機関が情報発信の強化や情報を必要とする多くの国民にいち早く発信を行うため、ツイ

ッターなどのソーシャルメディア 2を活用した事例もあった。 
 
 
 
 
 
 

◇仙台空港周辺の緊急排水作業 

2 ソーシャルメディア：Web 上で提供されるサービスのうち、ユーザの積極的な参加によって成り立ち、ユーザ間のコミュ

ニケーションをサービスの主要価値として提供するサービスの総称。 
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（４）活動に必要な物資・機械・燃料の調達手段の確保が不可欠 
応急・復旧活動には、必要な物資・機械・燃料の調達手段を確保しておくことが不可欠

であるが、今回は特に、燃料の供給が困難な事態が生じたことにより、緊急物資の搬送の

遅れや救急活動、応急・復旧活動に影響があり、避難所における生活環境などに問題が生

じた。 
また、緊急物資輸送にあたって、日本各地よりタンクローリーやタンカーの調達、日本

海側を迂回する貨物鉄道による燃料輸送、フェリー等とトラックを組み合わせた輸送等、

平時と異なる様々な物資供給ルートが構築され、被災地の応急・復旧活動や被災者の支援

に貢献したが、その実行には様々な困難が伴った。 

 

◇通信の被災・輻輳状況 

中央防災会議「東北地方太平洋沖地震の教訓とした地震・津波対策に関する

専門調査会報告 参考図表集」より 

◇製油所の稼働状況 

中央防災会議「東北地方太平洋沖地震の教訓とした地震・津波対策に関する

専門調査会報告 参考図表集」より 
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（５）活動人員の安全の確保 
頻繁に大きな余震が発生する中で応急・復旧活動を行う必要があり、救援・救護、救出

活動を中断するなど、活動人員の安全確保を図る必要が生じた。また、通信網の途絶が必

要な被害情報の収集伝達を妨げた。 
 
（６）広域的かつ総合的な支援体制の構築 

広範囲に及ぶ上下水道、電気、ガス、通信網などのライフラインや公共交通機関の被害

は、日常生活へ大きく影響したが、全国の関係事業者の支援による懸命な応急・復旧活動

が早期の回復に寄与した。 
また、倒壊や流失を免れた家屋の清掃整理、緊急支援物資の仕分配給などに多くのボラ

ンティアが活動し、被災者を支えた。しかし、震災から長期間が経過してもなお多くの人々

が避難所生活を強いられていることや、ボランティアの数も減少していることなどから、

長期化する避難所生活への支援のあり方が課題である。 

 

 

（７）早期の被災状況把握 
各機関の防災ヘリなどによる初動調査や、国土地理院などによる被災地域に関する空中

写真や浸水推定図などの情報提供は、被災状況の早期把握を可能とし、迅速かつ的確な応

急・復旧活動に寄与した。 

◇NTTグループの対応事例 

【日本電信電話（株）報道発表資料（H23.4.27から抜粋】 【（株）NTTドコモ報道発表資料（H23.4.27）から抜粋】 
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（８）輸送ルート、ライフラインの機能回復と確保 
関係機関の懸命な応急・復旧活動及びそのサポートにより、緊急輸送路の確保、鉄道・

空港などの公共交通機関及びライフラインの機能回復が順調に進み、応急・復旧活動の基

礎となった。 

 

 

◇国土地理院撮影の空中写真による被災状況把握 

震災前 震災後（H23.3.12） 

◇東北地方の空港が救援輸送拠点・代替輸送拠点としての機能発揮 
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（９）大きな課題となる大量の災害廃棄物の処理 
巨大津波によって家屋、公共施設、船舶、車両等、様々なものが破壊・流出し、津波堆

積物も混在した大量の災害廃棄物が発生した。これらを発生現場から粗分別・搬入するた

めには、相当量の仮置場の確保が各市町村で必要であったが、当初、一部の市町村では、

その確保が困難である状況も見られた。また、仮置場への移動後について、一部の被災地

では、焼却施設や最終処分場等の処理能力が大幅に不足している中、仮設焼却炉等を設置

し対処しているものの、復興施策の事業計画スケジュール内（平成 26 年 3 月まで）に処

理を終えるには被災地以外の施設を活用した広域処理の推進が必要であるが、放射性物質

の汚染に対する危惧から慎重な対応を余儀なくされており、その遅れが復興に支障となる

ことが懸念された。 
早期復興のためには、発生した災害廃棄物を復旧の支障とならない場所に速やかに収集

し、適切な処理を進めることが重要であり、現場での処理の迅速化や広域処理に係る体制

整備が大きな課題となっている。また、災害廃棄物の仮置場の確保や、木材、コンクリー

トくず、金属くず等の再生利用可能な廃棄物の静脈産業を活用した徹底的な再生利用や復

旧・復興事業での再生利用、再生利用できない廃棄物の焼却処理、埋立処分等の施設の確

保が必要である。 

 

 

 

（１０）大量の帰宅困難者が発生 
発災直後に、鉄道が全線で運行休止となった首都圏を中心に帰宅困難者が大量に発生し、

公共施設などへの一時受入れが行われたほか、観光地においても滞留者が生じた。 

 

◇災害廃棄物（岩手県陸前高田市） 

◇仮置きされた災害廃棄物（岩手県釜石市、宮城県亘理町） 
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４．早期復興のために必要な取組 
東北地方太平洋沖地震は、被災者の生活基盤への影響はもちろんのこと、地域経済と雇用を

支える製造業、農業、水産業などの産業・経済基盤などに重大な影響を及ぼした。また、東北

地方を中心とした部品産業の集積地や物流インフラ（道路、鉄道、港湾など）、ライフラインな

どの被災により、サプライチェーン（供給連鎖）が寸断され、日本経済のけん引役の自動車、

電気機器を中心に生産停止や減産の動きが拡大するなど、被災地のみならず国内外の経済活動

に計り知れない影響を及ぼした。 
このような事態の中、復興へ向けた次のような取組が懸命に行われている。 

 

（１）復興へ向けた地域づくりへの取組 
暮らしと防災を兼ねあわせた地域づくりなど、地域の行政や住民が主体となった復興計

画の議論が行われている。 
沿岸部の鉄道の復旧・復興について、JR 東日本の路線（仙石線、常磐線等）では、市街

地復興と一体で現行ルートの変更も含めた復興計画が検討されている。 
また、復興計画・まちづくり等で、行政分野の退職者等（震災人材バンク）の活用によ

る被災地行政事務支援が行われている事例がある。 

 
◇神戸市震災人材バンクによる避難所での健康相談（岩手県陸前高田市） 
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（２）社会活動の安定化に向けた取組 
土日も含めた相談窓口の設置、生活再建、資金繰り、雇用対策、犯罪予防対策、国家公

務員宿舎への被災者の受入れなど、社会活動の安定化に向けた取組が行われている。 
雇用対策として、被災者を復興事業に雇って賃金を支払い、被災地の経済復興と被災者

の自立支援につなげる取組（キャッシュ・フォー・ワーク 3）が行われている。 

 

 

（３）生産活動への影響に対する取組 
東日本地域における石油製品や肥料など製造業の生産活動の低下を西日本地域における

増産で補うなど全国的な取組が行われている。 
また、サプライチェーンの寸断からの物流混乱の立て直しや適切な情報発信による風評

被害による地域経済への影響回避など、企業などによる様々な取組が行われている。 
例えば、運送業では、競合関係にある企業間で緊急物資の搬送ルートの分担が行われた

事例があった。また、製造業では、競合他社への製造委託により製品供給が行われた事例、

被災した取引企業の工場に設備保全職員を派遣して早期復旧を図った事例などがあった。 

 

 
 
 
 

                                                   
 
3キャッシュ・フォー・ワーク大規模災害の被災地において、復旧・復興事業に被災者を一時的に雇用し、賃金を支払うこと

により、地域経済の復興や被災者の自立を支援する手法。 

国際ボランティアセンター山形HPより 
◇被災地での雇用創出（キャッシュ・フォー・ワーク） 

◇緊急物資集積所（宮城県気仙沼市） 
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Ⅳ 基本戦略の取組 

東海地震、東南海・南海地震、さらには南海トラフ地震、内陸活断層による地震等により、

地域全体に甚大な被害が発生することが想定されている中部圏においては、東日本大震災から

学んだことを踏まえ、必要とされる備えを進め、それをいかにして実行するかが重要である。 
また、中部圏は、我が国の東西交通の要衝に位置し、東海道新幹線、東名・名神高速道路及

び中央自動車道等の高速交通ネットワークが、大都市圏相互間を始めとする多様な交流を支え

ている。さらに、中部圏は、ものづくり産業が集積する、我が国を代表する「ものづくり圏域」

であり、層の厚い関連企業群が連携することにより、優れた技術力と価格競争力を背景とした

高い国際競争力を発揮し、中部圏の経済成長を支えている。 
その一方、我が国最大のゼロメートル地帯である濃尾平野を有するなど洪水・高潮・土砂災

害等の水災害に対して脆弱な地形であることのほか、南海トラフ巨大地震などの発生により影

響を受けると考えられている糸魚川－静岡構造線断層帯の地震、宝永地震の富士山の噴火のよ

うな火山災害などの複合的災害にも留意した上で、取り組む必要がある。 
これらを踏まえ、以下に示す取組については、円滑な実施が可能となるように、準備・検討

を開始して、順次取り組んでいくものとし、適宜見直しを行っていくとともに、「南海トラフ地

震における具体的な応急対策活動に関する計画」で定められている、発災後からの経過時間に

応じたタイムラインを迅速に実行できるよう、防災関係機関は緊急災害対策本部の総合調整の

下、相互に連携すること。 
また、発災時に国等が地方公共団体に対して行う応援について、各県が迅速かつ円滑に受け

入れる体制を確保し、県が行うべき事項について定める広域受援計画を策定する。 
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１．基本戦略の取組にあたっての考え方 
本基本戦略では、以下の点を共通の方針として取り組むことを基本とし、実効性の高い取組

を進めるための仕組みや体制づくり、人材育成、中部圏以外の他地域との連携のあり方、役割

分担の明確化などの検討を行う。 
 

 人の命を最優先とする 

 従来から取り組んで来た施設整備等を着実に進める 

 守りきれない規模の外力に対しては、減災の考え方を重視して、バランスのとれたハード

施策とソフト施策を総合的に推進する 

 広域的な支援・連携・受入れ体制を確立する 

 緊急対応・復興を見据えた地震防災に関するオペレーション計画を事前に策定する 
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１．１ 今後の地震・津波対策の考え方 
今後の地震・津波対策を構築するにあたっては、中央防災会議の専門調査会報告にもある

とおり、科学的知見に基づきあらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大な地震・津波を検

討する必要があり、さらに、津波対策を構築するにあたっては、次の 2 つのレベルの地震・

津波を想定し、検討する必要がある。 
1 つは、発生頻度は極めて低いものの、甚大な被害をもたらす最大クラスの津波（津波レ

ベル 2）であり、住民避難を柱とした総合的防災対策を構築する上で想定するものである。 
もう 1 つは、最大クラスの津波に比べ発生頻度は高く津波高は低いものの大きな被害をも

たらす津波（津波レベル 1）であり、津波の内陸への浸入を防ぐ海岸保全施設等の建設を行

う上で想定するものである。 
最大クラスの津波に対しては、被害の最小化を主眼とする｢減災｣の考え方に基づき、対策

を講ずることが重要である。そのため、ハード対策とソフト対策を連動させて統合的に推進

する必要がある。 
つまり、住民等の安全、生活や産業への被害の軽減を軸に、土地利用、避難施設、防災施

設の整備などのハード対策とソフト対策のとり得る手段を組み合わせ、中部圏の実情を踏ま

えた総合的な体制・仕組みを構築する必要がある。さらに、津波観測、警報発表、情報伝達

などの一層の充実、防災教育、防災訓練の充実、避難路、避難場所の整備など、あらかじめ

十分な対策をとっておく必要がある。 
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１．２ 中部圏の減災の考え方 
東日本大震災における発災後の「避難、防御」、「応急・復旧」、「復興」の各段階での教訓

を踏まえて、南海トラフ巨大地震等による広域的大災害に対し、中部圏の被害を最小化する

ために取り組むべき事項をとりまとめた。 

 
 
（１）避難、防御段階での取組 

「2．被害の最小化に向けた事前対策」では、素早い避難を行うための「情報」、「人」、

「施設」に関する予防対策と、避難だけでなく、その後の応急・復旧、復興のための「施

設」、「地域」による減災対策を示している。 
 
（２）応急・復旧段階での取組 

「3．迅速な応急対策、早期復旧の実施の構築」では、発災時の応急・復旧の対応として、

広域支援の活用と早期の復興にとりかかれるようにするための対策を示している。 
 
（３）復興段階での取組 

「4．地域全体の復興を円滑に進めるために」では、「人」、「企業」の生活再建と経済再

生のための対策を示している。 

◇東日本大震災の教訓を踏まえた取組 

　基本戦略の取組　東日本大震災から学ぶもの

1．命を守るための避難行動

2．社会資本整備の効果と課題

3．迅速な応急・復旧活動に
求められたもの

4．早期復興のために必要な取組

避難
防御

応急・復旧

復興

2．被害の最小化に向けた事前対策

3．迅速な応急対策、早期復旧の
実施体制の構築

4．地域全体の復興を円滑に
進めるために

Ⅲ 東日本大震災から学ぶもの Ⅳ 基本戦略の取組 
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◇基本戦略の取組の相互関係の整理 

 

情報

情報伝達
2.2(1)　的確な防災情報の伝達

まちづくり
2.4　災害に強い地域づくり、まちづくり

観測体制
2.2(2)　地震・津波観測体制の充実強化

地域

ハザードマップ
2.1(1)　ハザードマップ等の作成・普及啓発

防災教育
2.1(2)　防災意識改革と防災教育

学校・地域の対応力
2.1(3)　学校及び地域コミュニティの

危機管理対応力の向上

人

2.2　迅速かつ的確な避難体制

2.1　防災意識の向上

構造物
2.3(1)　構造物の信頼性向上

輸送ネットワーク
3.2　信頼性の高い緊急輸送

ネットワークの確保

多重防御
2.3(2)　施設の副次的な効果も考慮した

「多重防御」

避難の総合対策
2.2(3)　確実な避難を達成するための

総合対策

施設 2.3　施設整備を中心とした減災対策

2.2　迅速かつ的確な避難体制

避難、防御 2.　被害の最小化に向けた事前対策（ソフト対策・ハード対策）

応急・復旧 3.　迅速な応急対策、早期復旧の実施体制の構築（発災時の対応）

広域防災体制
3.1　広域防災体制の確立

オペレーション計画
3.3　初動対応、被害状況の把握等も
含めたオペレーション計画の事前準備

救援等施設・体制、物資
3.4　救援・救護、救出活動を支える
施設・体制整備、必要物資の確保

被災者支援
3.9　被災者の支援対策

排水計画
3.6　長期浸水を想定した処理計画の作成

災害廃棄物対応の連携
3.7　大量の災害廃棄物の発生を想定した

広域連携体制の整備

訓練
3.8　巨大災害を想定した訓練の実施

人

応急・復旧対策等

復興 4.　地域全体の復興を円滑に進めるために（復興段階での対策）

生活再建と経済再生

人 企業

緊急物資輸送体制
3.5　災害時における緊急物資輸送体制

の構築

施設

的確な防災情報の伝達・活用 

防災意識改革と防災教育 
及び人材育成の推進 

施設の耐震強化と 
津波対策施設の整備 

2.4 災害に強い国づくり、まちづくり     

3.4 救出・救助・医療活動 

救出・救助・医療活動 排水計画 
3.6 濃尾平野の大規模排水を想定した 

排水計画 
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１．３ 南海トラフ地震臨時情報発表時の対応 
気象庁が次の情報を発表した場合においては、時間差を置いた後発地震に備えて対策を

実施する。 
（１）南海トラフ地震臨時情報（調査中） 

南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的に解析された M6.8 以上の地震が発生、

またはプレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等を観測した場合、大規模地震発

生との関連性について調査を開始する南海トラフ地震臨時情報(調査中)が気象庁から発表

される。 
 

（２）南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒） 

南海トラフ地震臨時情報(調査中) 発表後、気象庁に設置した「南海トラフ沿いの地震に

関する評価検討会」において、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界でM8.0以上

の地震が発生したと評価が出された場合、後発地震の発生の可能性が平常時と比べて相対

的に高まっている旨を示す南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒)が発表される。 
南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合、後発地震発生の可能性に

備え、社会的な受忍の限度を鑑み一週間は警戒する措置をとる。一週間を経過した後は、

後発地震に対して警戒する措置は原則解除し、さらに後発地震に対して注意する措置をと

る。その後、当該期間を経過した後は、後発地震に対して注意する措置は原則解除する。 
 

（３）南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意） 

南海トラフ地震臨時情報(調査中) 発表後、気象庁に設置した「南海トラフ沿いの地震に

関する評価検討会」において、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界で M7.0 以

上 M8.0 未満 又はプレート境界以外や想定震源域の海溝軸外側 50km 程度までの範囲で

M7.0 以上の地震(ただし、太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く)が発生

若しくは、南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべ

りが観測されたと評価した場合、後発地震の発生の可能性が平常時と比べて相対的に高ま

っている旨を示す南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)が発表される。 
南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)が表された場合、後発地震発生の可能性を踏ま

えて、推進地域において、一週間、若しくは南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境

界面で通常と異なるゆっくりすべりの変化が収まってから、通常と異なる変化が観測され

ていた期間と概ね同程度の期間が経過するまでの間、注意する措置をとる。当該期間を経

過した後は、後発地震に対して注意する措置は原則解除する。 
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２．被害の最小化に向けた事前対策 
２．１ 防災意識の向上 

住民・企業が主体となった取組の減災効果は大きく、地震・津波災害の防止には、住民一人

一人が地震・津波に対する知識を深め、自らの命は自ら守るという意識を徹底し、地域が一体

となって自らの地域の防災力の向上に向けた対策を実施する必要がある。そのためには、ハザ

ードマップ等の作成・普及や学校、企業など様々な場所での啓発が必要である。 

（１）ハザードマップ等の作成・普及啓発 
・地震津波ハザードマップ等は、新たな想定外力などを勘案し、過去に発生した歴史的な地

震や被災記録、これまでの検討資料などを参考にして作成する。なお、ハザードマップの

使用目的、被害想定等の条件等を正しく理解し、活用できるように内容の充実を図るとと

もに、ハザードマップに示す想定を超える可能性があることなどを含めて住民及び企業に

対して十分な周知・説明を行う。 
・ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては，居住する地域の災害リスクや住宅の条件等

を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、

安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人

宅等も選択肢としてあること等、理解の促進に努める。 
 

 
 

・また、生活する地域の津波に対する危険性を実感できるように、居住地域をまるごとハザ

ードマップと見立て、生活空間であるまちなかに水防災にかかわる各種情報を表示する「ま

るごとまちごとハザードマップ」の整備を推進する。 
・大規模盛土造成地の位置や規模を示した大規模盛土造成地マップ及び液状化被害の危険性

を示した液状化ハザードマップ、決壊した場合の影響度が大きいため池のハザードマップ

の作成・公表に努める。 

◇動く津波ハザードマップ（三重県尾鷲市） ◇津波シミュレーション（三重県） 
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・標高が視覚的にわかる沿岸域の「デジタル標高地形図」をハザードマップの作成や住民へ

の啓発に活用する。 
 

 

・我が国の沿岸はどこでも津波が襲来する可能性があることを住民等に十分に周知し、継続

的に防災対策を進めるとともに、地震・津波についての科学的理解を深め、住民等の防災

意識の向上に努めるとともに、テレビ、ラジオ、新聞等のマスコミの協力を得て啓発する。 

・関係府省庁・地方公共団体・地域住民・施設管理者等が連携し、土砂災害対策、重要施設

の耐震化・液状化対策・排水対策等のハード対策と各種ハザードマップの作成等のソフト

対策を適切に組み合わせた対策を行う。 

 

 

 

 

 

◇デジタル標高地形図（浜松市周辺） 
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（２）防災意識改革と防災教育及び人材育成の推進 
・人と人、地域社会を通じた防災知識・意識の普及啓発活動を推進する。 

・津波による大規模災害から被害を最小限とするには、自らの命の安全は自ら守る「自助」、

自らの地域は皆で守る「共助」が重要であることから、地域防災組織の体系的な整備と

強化を行うとともに、要配慮者などに配慮する。 

・関係機関における防災教育についての情報共有を推進する。 

・そのほか、大規模な地震や津波に対する防災意識の向上を図るために、以下の内容につ

いて取り組む。 

➢堤防等の安全性についての広報のあり方の検討 

➢住民や建物所有者等への耐震診断・耐震改修の普及啓発 

➢携帯端末での緊急地震速報、緊急速報メール、ワンセグ放送等の周知 

➢防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネジャー）

の連携による高齢者への適切な避難行動に関する理解の促進 

・なお、ノウハウや人材を有する地元の大学、高校、自主防災組織、防災 NPO などの支援

を活用する。 

 

 

    １）防災リーダーの育成 
・防災リーダーとなる人材の育成と活用方針を検討するため、 

➢防災業務に直結する防災リーダー育成の充実 

➢防災リーダーの活動に関する情報共有・連携 

➢若い世代の参加促進 

などに取り組む。 

 
◇地域防災を支える防災リーダーの現状・将来のイメージ 
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    ２）地域の防災活動・防災教育の充実 
・大規模な地震や津波への備えとして、住民の防災意識の向上を図り、教育関係者、学識経

験者と連携し、大人から子供までを含めた住民全員が積極的に参加する防災教育・訓練の

充実を図るため、 
➢地域の災害特性を理解するための取組の充実 

➢地域と連携した実践的な取組の促進 

➢防災教育に関する手引き、教材（副読本）の充実 

などに取り組む。 

・住民一人一人に防災・減災へ能動的に取り組むための動機付け、率先した活動や行動が行

える防災人材の育成を行うための啓発施設、拠点施設の整備を行う。 
    ３）被災記録の活用 

・過去の被災記録（例えば津波痕跡の碑）は、地域住民の防災意識を高めるものであり、後

世に残すとともに防災教育に役立てていくため、 
➢各県内の被災記録の整理・集約化 
➢過去の災害から得られる教訓の活用 
などに取り組む。 

【取り組み事例】 
・中部 5 県の防災部局、教育部局の担当者で、各県の取組内容や取組状況を紹介し合う形で情

報共有および意見交換を年 2 回程度実施。 
・各県での防災教育に関する講座等の情報を担当者間で情報共有するため、過去の実績をとり

まとめ、副幹事である中部地整地震津波対策センターＨＰに掲載。 
・全ての国民に対する「自助・共助」の啓発や、「公助」を担う行政職員の防災知識を高めるた

め、「人材育成ワーキング」を設立。主な検討として、行政職員の防災教育状況を把握・整理

した上で、必要な防災教育の枠組みや教育カリキュラムを提案。 
・策定したカリキュラムに対応した講義項目の整理をおこない、各県の行政職員向けの防災教

育教材として活用可能な「防災教育共通テキスト」を作成。 
・自然災害伝承碑（過去の自然災害に関する石碑やモニュメントなど）の地理院地図等へ掲載。 
 
（３）学校及び地域コミュニティの危機管理対応力の向上 

・想定外の災害に対応するために、学校や地域コミュニティを対象に、 
➢危機管理計画・対策の作成 
➢優先すべき事項についての合意形成 
➢実効性を高めるための教育・訓練の実施 
などに取り組む。 
・ライフラインの途絶に備えた備蓄の推進 
➢最大クラスの災害に備えて、一人当たり 1 日 3 リットルの飲料水７日分、食料 7 日分（う

ち 3 日分は調理不要の非常食）の家庭内等における備蓄を推進する。 
➢災害時やライフライン途絶時に備えて一般家庭や避難所等の需要家側が導入する燃料タン

クや自家発電設備の設置等の推進を検討する。 
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・地域における消防防災の中核として重要な役割を果たす消防団の活性化を推進し、その育

成を図る。 
・平時よりボランティア団体と連携し、災害時に防災ボランティア活動が円滑に実施される

よう、その活動環境の整備を図る。 
・地区内の住民および事業者が平時からコミュニケーションを図り、自助・共助に基づく自

発的な地区内の防災活動を推進していくよう、地区防災計画制度の普及・啓発等による住

民の自発的な行動計画策定を促し、住民の防災意識の向上のための取組に努める。 
 
２．２ 迅速かつ的確な避難体制 

最大クラスの地震・津波、それに伴う二次災害に対しては、まず自ら的確に判断し、迅速

に避難すること（一人一人の素早い避難）が重要であり、そのためには、地震や津波の発生

及びその後に発生する二次災害をいち早くキャッチする体制やとらえた情報を迅速に伝える

仕組みをつくる必要があり、さらに、限られたリードタイムの中で確実に避難できる体制を

整備する必要がある。 

 
（１）的確な防災情報の伝達・活用 

・南海トラフ地震臨時情報、緊急地震速報、大津波警報・津波警報・津波注意報、避難

指示・勧告、交通情報等の防災情報を迅速・的確に提供するために、以下の内容につ

いて取り組むものとする。 
➢テレビ、ラジオ（臨時災害 FM 放送等）、携帯端末（緊急速報メール等）、ワンセグ

放送、ソーシャルメディア等のあらゆる手段を活用 
➢サイレン音の全国瞬時警報システム（J-ALERT）の標準音への統一 
➢移動基地局や衛星インターネット等の活用 
➢道路、鉄道、港湾、空港利用者等への情報提供装置等の整備 
➢自動車の民間プローブ情報やカメラ等の活用 
➢無料公衆無線 LAN の整備を促進し、災害用統一 SSID（00000JAPAN）の普及・啓

発 
・防災行政無線等のデジタル化の導入を促進する。 
・避難情報、道路状況、交通情報、停電情報等の生活関連情報を提供する臨時災害 FM

放送局の免許手続きについて、周知活動を実施する。 
・取組にあたっては、旅行者、高齢者、障害者、在日・訪日外国人等に配慮した多様な

情報手段を確保する。 
・国の機関、地方公共団体などの公的機関による防災関連サイトや安否情報へのリンク

の一元化を図り、住民が信頼できる情報を集めやすくする。 
・災害に対する通信・放送ネットワーク等の強靱化に向けた支援を実施する。 
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（２）地震・津波観測体制の充実強化 
・津波警報の改善を図るために、海底・海上の津波観測点（GPS 波浪計、海底水圧計等）

を活用するとともに、広帯域強震計による巨大地震の規模の早期把握、巨大津波予測

技術の高精度化に関する研究を行う。 
・沿岸地域への津波来襲時における防災力の向上を図るため、御前崎沖、尾鷲沖及び伊

勢湾口沖に設置している GPS 波浪計で観測した津波情報をいち早く港湾管理者や関

係自治体等へ配信する「GPS 波浪計津波観測情報配信システム」を構築し、試行運用

（H26.3.17）を開始した。今後対象者の拡大やシステムの改良について検討を進める。 
・災害発生後に、観測衛星による高分解能かつ広域性のある観測データを迅速かつ高頻

度に関係機関等へ提供するとともに、先進光学衛星の開発を進める。 
 

 
◇GPS波浪計の整備 
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（３）確実な避難を達成するための総合対策  
・津波想定区域、海抜表示などの標識等の設置、情報提供を行う。また、避難場所・

避難誘導などの標識等を設置するとともに、標識等の多言語化を推進する。 
・避難場所として利用できるオープンスペースの確保を推進する。 
・公共交通等の乗客を守るための対策として、交通事業者による津波避難対策を推進

する。 
・交通施設及び沿線・沿道建物の耐震化を促進する。また、交通施設等の長時間・長

周期地震動の影響に関して、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）と連携

しつつ、長期的な視点に立って研究、技術開発を着実に推進する。 
・地方公共団体の津波避難に関する施策を推進するため、 
➢避難行動要支援者名簿の作成、避難支援者の確保 
➢住民、観光客への適切な情報伝達方法 
➢防災情報の伝達、防災知識の普及 
➢自動車利用時の避難ルール 
➢港内従業者への情報伝達方法、避難地の用地確保 
等について検討する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

◇津波注意標識（海抜表示） 

東名阪自動車道・名古屋西 IC 

伊勢湾岸自動車道・湾岸長島 IC 
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◇海抜表示シート（標識柱等へ海抜を表示） 

 
海抜表示シート設置例（三重県熊野市） 

◇津波浸水想定区域標識（岩手県釜石市、宮古市 国道45号） 

◇河川堤防距離標への海抜表示 ◇海岸堤防への海抜表示 
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・高台への避難路等の整備、周辺に高台等がない地域の避難場所の整備や津波避難ビル

の指定のほか、高速道路、陸橋などの周辺より高い施設を緊急的な避難場所として活

用等を図る。なお、避難路等については、避難場所までの避難手段、避難者の集中に

よる渋滞対策、避難が夜間や荒天時に行われることを想定した避難路等の誘導設備、

要配慮者への配慮を念頭においた整備を行う。 
・また、将来の更に進行した高齢化社会においても住民が確実に避難できる対策を検討

する。 
・堤外地に立地する産業・物流施設の労働者・利用者のための避難施設の確保と津波避

難対策の策定を促進する。 
 

 
◇避難施設（避難階段、避難場所）のイメージ（静岡県沼津市） 

急傾斜地避難階段 急傾斜地避難階段 

避難マウント 

津波避難タワー 

津波緊急避難協力ビル（私有建築物） 

◇津波避難サインの多言語化（中部国際空港） 
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◇津波時の避難場所として道路法面の活用（紀勢自動車道） 

←至）海山ＩＣ
新直轄事業区間

国道４２２号

至）紀勢大内山ＩＣ→
ＮＥＸＣＯ中日本事業区間

津波看板のイメージ

避難経路
工事進入路を活用

※避難経路・場所
はイメージ

←至）海山ＩＣ
新直轄事業区間

国道４２２号

至）紀勢大内山ＩＣ→
ＮＥＸＣＯ中日本事業区間

津波看板のイメージ

避難経路
工事進入路を活用
避難経路
工事進入路を活用

※避難経路・場所
はイメージ

海山区便ノ山 海山区船津 高丸山トンネル坑口 

設置されているCCTVより撮影 避難訓練の様子 避難訓練の様子 

◇避難路・避難階段の整備（紀勢自動車道） 
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・素早い避難を行うためには、建物等の耐震性が確保されなければ建物からの脱出や建

物倒壊等による道の閉塞等で避難ができないため、建物の耐震改修とブロック塀の倒

壊防止対策、家具等の固定化の普及促進を図る。 

◇臨港道路の一時避難施設としての活用イメージ（四日市港霞４号幹線） 

◇港湾の堤外地における避難誘導計画（四日市港霞ヶ浦地区） 
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・住民が速やかに遠方まで避難する必要が生じた場合の広域避難対策、都市部における

帰宅困難者の避難・待機・宿泊場所の指定など、他地域からの滞留者も視野に入れた

避難対策などを検討する。 
・不特定多数が集まる駅施設や大規模集客施設等について、膨大な数の帰宅困難者の受

入れに必要な一時滞在施設の確保等の対策を図る。また、混乱の発生を避けるため、

駅等に無料公衆無線 LAN など帰宅困難者が情報を得られる環境を整備・強化するこ

とを検討するとともに、駅等に多数の人を集中させないよう対策を講じる。 
・訪日外国人旅行者等避難誘導の際に配慮を要する来訪者への情報伝達体制等の整備に

努める。 
・指定緊急避難場所・指定避難所を指定し、整備や周知徹底を図る。 
・警報等の伝達手段の多重化・多様化に努める。 
・南海トラフ地震臨時情報に伴う防災対応について、関係機関と連携して検討を進める。 
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２．３ 施設整備を中心とした減災対策 

巨大地震・津波に対しては、施設の想定外力を超えることを前提とし、人命を守り、経済

的損失を軽減し、かつ大きな二次災害を防止するとともに、施設の早期復旧を図ることがで

きる「減災」を目指すことが重要である。 
一定規模を超えない外力に対しては、人命、財産を守り、経済活動を継続させるなど、各

種施設の機能が十分発揮されるよう、これまで取り組んできた耐震補強や津波対策施設の整

備を引き続き行うことが重要である。また、施設の適切な維持管理を行うことも重要である。 
一方、施設の想定外力を超える外力に対しては、できる限り粘り強いものとなるように計

画するとともに、必要に応じ複数の施設を組み合わせて、一体として機能する「多重防御」

を検討する。 

 
（１）施設の耐震強化と津波対策施設の整備 

・河川・海岸堤防、道路、港湾・漁港、空港、鉄道、農業水利施設、下水道などの公共

土木施設等の整備、耐震化・液状化対策、超過外力対策を推進する。 
揺れに伴う津波の遡上や土砂災害等から地域を守るため、河川・海岸堤防、水門・樋

門、砂防施設等について、地盤の改良等の耐震・液状化対策を推進する。 
➢防波堤、防潮堤などの津波外力に対する検証、点検、海岸保全施設等の整備、粘り強

さを発揮する対策工法等による整備の実施 
➢大規模地震で致命的な損傷を受けない道路構造の構築、点検、落橋防止、耐震補強等

の予防的保全の実施 
➢大規模地震発生時における緊急物資及び避難者の海上輸送の確保、早期の経済活動再

開に資する耐震強化岸壁を整備するとともに、老朽化した既設岸壁について機能回

復・耐震性の向上を図る。 
➢発生頻度の高い津波を超える規模の津波に対して防波堤機能を可能な限り維持するた

め、名古屋港等において津波に対して倒壊しにくい「粘り強い構造」への改良を実施 
➢特に海岸部においては、津波に対して粘り強い構造の海岸堤防（緑の防潮堤を含む）

について、地域の実情に応じた多様な構造の検討及び環境と利用とが両立した整備を

行い、防波堤と防潮堤による多重防御、海岸の浸食対策を推進する。 
➢走錨等に起因する事故の可能性がある海上施設周辺海域等において、監視体制の強化

を図るとともに、海上施設周辺海域に面する臨港道路において、船舶の走錨等による

損壊を未然に防止するための防衝工の設置を推進する。 

➢人的被害を与えるおそれのあるため池について、緊急連絡体制等を整備するとともに、

決壊した場合の影響度が大きいため池の耐震化や統廃合を推進する。 
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◇緑の防潮堤完成イメージ 

海側 

◇河川堤防の液状化対策 

側方流動

液状化の恐れのある砂層 液状化の恐れのある砂層

側方流動

河川堤防の液状化対策 セメント系や砕石の杭を形成

液状化の恐れのある砂層 液状化の恐れのある砂層

側方流動

液状化の恐れのある砂層 液状化の恐れのある砂層

側方流動

河川堤防の液状化対策 セメント系や砕石の杭を形成

液状化の恐れのある砂層 液状化の恐れのある砂層

◇海岸堤防の津波対策（粘り強い堤防） 

：東北地方
における事象

案①裏法尻部の強化

裏法尻部がコンクリート被覆されている場合は、
越流水深＋比高（天端と堤内地盤高の差）が
10m程度までは被害が生じていない

裏法尻からの洗掘を防止するため、裏法尻
をコンクリート等で被覆

案②陸側の盛土による比高の縮小

越流水深、比高ともに大きくなるに従い、
半壊よりも全壊の割合が大きい

裏法尻からの洗掘を防止するため、裏法に
盛土を施工し、陸側の比高を縮小

引き波による表法尻の洗掘を防止するため
に、消波工等により強化

案④天端幅の拡大

天端幅が3m未満の堤防は全壊しているものが
多いが、5m以上の堤防は全壊が見られない

天端幅を広くとることによる強化

案③消波工等による強化

消波工がある堤防は引き波による被災は
見られない

：東北地方
における事象

案①裏法尻部の強化

裏法尻部がコンクリート被覆されている場合は、
越流水深＋比高（天端と堤内地盤高の差）が
10m程度までは被害が生じていない

裏法尻からの洗掘を防止するため、裏法尻
をコンクリート等で被覆

案②陸側の盛土による比高の縮小

越流水深、比高ともに大きくなるに従い、
半壊よりも全壊の割合が大きい

裏法尻からの洗掘を防止するため、裏法に
盛土を施工し、陸側の比高を縮小

引き波による表法尻の洗掘を防止するため
に、消波工等により強化

案④天端幅の拡大

天端幅が3m未満の堤防は全壊しているものが
多いが、5m以上の堤防は全壊が見られない

天端幅を広くとることによる強化

案③消波工等による強化

消波工がある堤防は引き波による被災は
見られない
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◇耐震強化岸壁の整備事例（名古屋港） 

◇防波堤の津波対策（粘り強い構造） 

◇防波堤の整備事例（名古屋港外港地区防波堤） 
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 道路啓開の迅速化を図るため耐震対策等の事前対策を推進する。 
 大規模な斜面崩壊や地すべりの発生の恐れのある箇所及び緊急対応に不可欠な交

通網の寸断や二次被害のおそれがある箇所を把握し、砂防堰堤等の土砂災害対策

を重点的に進める。 
 静岡県由比地区は、地すべりが発生する恐れのある斜面と海岸との狭い範囲に国

道 1 号、東名高速、東海道本線といった重要交通網や情報通信網が集中している。

大規模な地すべりが発生した場合、東西を結ぶ日本の大動脈が長期間寸断される

可能性があるため、地すべり対策を推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

平成20年 岩手・宮城内陸地震よる河道閉塞 

仮排水路の施工状況 

仮排水路への通水状況 

仮排水路への通水状況 

 

◇国道1号、東名高速道路、ＪＲ東海道本線及び情報通信網が集中している静岡県由比地区 

◇土砂崩落による河道閉塞の状況と対策事例 
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◇由比地区地すべりが大規模に崩落した場合の被害 

寺尾地すべり発生時の全景写真(S36.3） 

◇由比地すべり周辺の過去の災害履歴箇所写真 

◇由比地区地すべり対策事業について 
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・津波被災区域内の対策として、 
➢構造物の配置の見直しやより強靱な構造への転換 
➢市街地や港湾への木材、コンテナ、船舶等の漂流の防止対策の検討 
➢水門、陸閘等の操作の自動化・遠隔化、動作確認用 CCTV カメラの設置、停電対策 
・行政機関、消防、警察等の庁舎や防災拠点施設における地震・津波対策として、 
➢地震動による建物倒壊などから命を守り、地震後すぐに機能を発揮するための重要

施設における耐震化・液状化対策 
➢在庁者の安全確保を目的とした避難計画や災害活動計画の作成及び避難路や避難指

定場所、施設の津波による浸水可否等の事前確認 
➢既存施設における一時避難場所としての機能確保 
➢防災拠点における国・地方公共団体で連携した代替拠点や通信機器の確保及びライ

フラインの途絶を想定した複数のインフラ整備 
➢災害活動拠点室や自家発電設備等の上階移設、設備機器への浸水による機能停止の

防止及び活動拠点室や避難経路の天井崩落対策 
➢既存施設における残余の供用期間を考慮した効果的な投資及び施設更新時期の平準

化に向けた防災拠点施設の改築の推進などを実施する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

◇防災拠点施設などの代替拠点や通信機器確保のイメージ 

 

 

 

◇防災拠点施設などの津波対策のイメージ 
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・災害時の確実な通信・放送を確保するため、施設の耐震対策、予備電源の確保、伝送ルート、

通信方法の多重化、耐輻輳など災害に強い通信網を整備する。 
➢非常災害時における通信及び放送の確保のため、無線局等の運用体制、設備等について総点

検を行う。 
➢災害発生時等において、公共情報等を発信する自治体・ライフライン事業者等と公共情報等

を伝達する放送・通信事業者等を結ぶ共通基盤である「L アラート」の利用促進に取り組む。 
・水道施設について、耐震化計画策定を促進する。また、再生水等の多様な水源利用に関する

調査研究を進める。 
・耐食性・耐震性に優れたガス管への取替えを推進する。 
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（２）施設の副次的な効果も考慮した「多重防御」 
・巨大な災害に対しては、一つの施設だけで防ぎきることはできないことを想定し、複

数の施設により被災規模をできる限り小さくすることを検討する。 
・巨大津波に対して、盛土構造の道路が防潮堤や避難場所として活用されたことから、

このような副次的な効果を考慮し、「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく推進

計画作成時には、盛土構造を有する施設を「津波防護施設」として位置付けて整備を

行う。 
・津波浸水に対する多重防御として海岸林の保全・整備とともに、背後地の被害軽減効

果を一層向上させるため、事業者間の調整により海岸近辺の緑地や緑の防潮堤との一

体的な整備を進める。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

◇緑を活用した防災・減災対策イメージ 

緑の防潮堤                  海岸防災林               防災公園 

◇国道の伝送路を活用した光ネットワークのダブルネット化 

伊勢自動車道・直轄国道の 

回線のネットワーク連携イメージ 

東名高速・新東名高速・直轄国道の 

回線のネットワーク連携イメージ 
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◇いのちを守る津波防災地域づくりのイメージ 
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２．４ 災害に強い国づくり、まちづくり 

巨大地震・津波に対する減災対策の基本として、避難対策や土地利用と一体となった総合

的対策を講じ、高齢化なども踏まえつつ、将来を見据えた災害に強い国づくり、まちづくり

を推進する必要がある。 
（１）災害に強い国づくり 

・災害時に国県、政令市等の関係機関が連携して的確かつ速やかに被災者住宅支援等を

行えるよう、平時から各機関の取組について情報共有を図り、災害時の連携確認等を

行う。 
・主要な鉄道、道路、港湾、空港、通信局舎等の基幹的な交通・通信施設等については、

代替路を確保するための道路ネットワークや大都市圏環状道路等の整備、施設・機能

の代替性の確保、各交通・通信施設の間の連携の強化等により、大規模災害発生時の

輸送・通信手段の確保に努めるものとする。 
・自動車の民間プローブ情報やカメラ等を活用し、道路交通情報を正確に把握して的確

な交通規制等を実施するとともに、停電による信号機の停止が原因で発生する交通渋

滞を回避するため、信号機電源付加装置の整備を着実に推進する。 
・災害に強い国土の形成を図るため、国土保全事業を総合的、計画的に推進するととも

に、構造物、施設等の耐震性、耐浪性等安全性の確保に十分配慮する。 
・老朽化した社会資本について、長寿命化計画の作成・実施等により、その適切な維持

管理に努める。 
・迅速な復旧・復興や円滑な防災・減災事業の実施のため、国及び地方公共団体が連携

し、地籍調査や登記所備付地図作成作業を推進するとともに、国土調査法１９条５項

指定制度を積極的に活用するなど、地籍整備を進める。 
・所有者不明土地について、公共的事業のために活用できる制度や所有者の探索を合理

化する仕組み等の普及を図る。 
（２）災害に強いまちづくり 

・津波による被害が想定される区域から安全な区域への定住の誘導を行うほか、避難場

所・避難 Z 路の整備、建築物の不燃化・共同化等を進めるとともに密集市街地等の解

消を図るなど、被害を最小化できる地域づくり・まちづくりを推進する。 
・事前復興計画の策定を行い、復興の妨げになる課題について留意したまちづくりを推

進する。 
・津波による被害が想定される区域内にある役場、学校、病院、コンビナート、化学工

場等の重要施設や避難困難者の入居施設について、避難場所・避難路も考慮しつつ、

構造・配置等の見直しを行うとともに、火災等の危険性がある施設については、安全

性の向上を図る。 
・高齢者等の避難対策なども考慮した本格的な土地利用規制、重要施設の更新誘導施策

などにより、地域の防災水準が改善される仕組みの導入を検討する。 
・中部圏の市町村に「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」(H26.2 月)の周

知を図るとともに、災害に強いまちづくりに関する意見交換会を実施し、市町村のグ
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ランドデザイン策定と防災事業への取り組み促進を図る。 
・中部圏の市町村に「広域巨大災害に備えた仮設期の住まいづくりガイドライン(R2.3
月)」の周知等を図るとともに、災害時に行政や業界団体の関係機関が連携して被災者

住宅支援等を行えるよう、平時から各機関の取組について情報共有を図り、災害時の

連携確認等を行う。 
・港湾における産業・物流施設は、大部分が海岸保全施設等よりも海側の区域に立地し

ていることから、避難場所・避難路も考慮しつつ、安全性の向上を図る。 
 

海岸平野部 グランドデザインのイメージ図

土地利用の規制方法
・都市計画法
・建築基準法
・条例

避難所・地域防災拠点となる
重要公共施設の再配置

災害弱者関連施設の再配置

浸水深が浅いところでは
避難安全性確保＋ＲＣ建物

により財産の確保

宅地地盤の嵩上げ
避難場所の整備

土地利用規制を行い、
産業等を集積

＜特徴＞
・激しい揺れと液状化
・津波高さ10ｍ未満
・津波の河川遡上
・津波浸水想定が広い
・津波到達時間が短い
・平坦な土地で付近に高台がない
・海岸沿いの海岸林

＊平地部が広く、津波浸水想定
の居住者は、短い時間内で避難
することが困難な状況を想定

海岸平野部 土地利用＋整備イメージ（横断図）

2mを越える津波浸水想定エリア

耐浪性に配慮しつつ、
産業・農業・緑地等を集積
ただし、十分な避難施設等を確保

津波浸水想定の区域外
重要公共施設・災害弱者施設・居
住地を誘導し、コンパクトなまちを
形成

1~2mの津波浸水想定エリア

耐浪性に配慮しつつ、
土地の嵩上げ、ピロティ化
等により市街地を維持

0.3ｍ未満
１ｍ未満

２ｍ未満

重要公共施設

IC等→

１０ｍ以下 5,6ｍ未満

・既存の堤防がある。

産業施設

避難施設

既存市街地
の再構築

市街地の構築

自助：建て替時等に嵩上げ等対応
：地震保険・共済等への加入

0.3ｍ未満
１ｍ未満

２ｍ未満

重要公共施設

IC等→

１０ｍ以下 5,6ｍ未満

・既存の堤防がある。

産業施設

避難施設

既存市街地
の再構築

市街地の構築

自助：建て替時等に嵩上げ等対応
：地震保険・共済等への加入

土地利用計画策定に際しては、浸水深＋遡上による津波到達時間へ十分な配慮が必要

 

 
 
・また、地震に対する安全の確保や確実な避難を達成するために、 
➢住宅及び学校、公民館等避難施設の耐震化・液状化対策の推進  
➢公園、広場等の整備による安全な避難場所、避難路等の確保 
➢大空間を有する建築物の天井の脱落対策や、ブロック塀の倒壊防止対策及び家具等の

転倒防止対策、エレベーターの閉じ込め等を防止するための改修の促進 
などを進める。 

・防災拠点としても活用される公園等においては、防災備蓄倉庫、災害用トイレ・井戸

◇５０年先の将来像を描いた自助・共助・公助による地震・津波災害に強いまちづくり 
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生活用貯水槽、応急給水栓、災害対応あずまや、駐車場等の施設整備を図る。 
 

 
・湛水しやすい場所における地下街、アンダーパス、地下鉄道等の危険性について、事

前周知を図るとともに、G 空間地下街防災システム及び GIS（地理情報システム）を

活用した位置情報を用いたシステムなど情報通信技術の利用を検討し、浸水対策及び

避難誘導等安全対策の強化を図る。 
・津波浸水想定を設定し、必要に応じて津波災害特別警戒区域の指定など「津波防災地

域づくりに関する法律」に基づき津波対策を推進する。 
・道路における土砂災害の二次的な被害（小規模な土砂災害が発生した場合に通行が不

能、又は除去作業が困難となるなど）発生防止及び、災害時に孤立となるおそれのあ

る集落へ通じる道路の確保のために防災・耐震対策を推進し、段階的に広幅員化の推

進も検討する。 
・空地等の緑化に関する支援措置（みどりの防災・減災）等により、火災予防・被害軽

減のための取組を推進する。 
・国土強靱化を実効あるものとするためには、国のみならず、地方公共団体等関係者に

よる総力を挙げた取り組みが不可欠であるため国土強靱化地域計画の策定を推進・支

援する。 

◇防災公園の整備（愛知県名古屋市 川名公園） 

広路小学校

（避難所）

広路小学校

（避難所）

防災公園芝生広場
（ヘリポート イメージ）
防災公園芝生広場
（ヘリポート イメージ）

応急給水栓イメージ応急給水栓イメージ応急給水栓イメージ 災害対応あずまや災害対応あずまや

災害対応日陰棚災害対応日陰棚

災害用トイレ災害用トイレ

井戸井戸

災害対応トイレ災害対応トイレ

ソーラー照明ソーラー照明ソーラー照明

◇土砂災害発生防止等のための道路の広幅員化イメージ 

災害時に孤立するおそれのある集落へ通ずる道路における狭隘区間の広幅員化 

 

土砂災害（二次的な災害）発生防止のための道路の広幅員化 
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３．迅速な応急対策、早期復旧の実施体制の構築 
３．１ 広域防災体制の確立 

広域で甚大な被害発生を想定した、行政や民間企業、ＮＰＯ・ボランティアも含めた広域

的な支援・連携・受入れ体制を確立しておくことが必要である。また、中部圏のみならず、

遠方の圏域や全国知事会などと連携した広域防災体制の検討も必要である。さらに、事前の

リスク管理、事後の危機管理計画とともに、企業活動の継続や早期回復が必要で、それらの

計画を盛り込んだ事業継続計画（BCP）と産業の早期復旧のための地域連携（地域内・地域

間）BCP の策定が必要となる。 
（１）地域連携 BCP の策定による災害に強いものづくり中部の構築 

・企業単位の「BCP（事業継続計画）」（自助）だけでなく、工業団地等の地域を主体と

した「地域連携（地域内・地域間）BCP」（共助）のあり方を検討し、産業防災・減災

力を向上させ、“災害に強いものづくり中部”を推進する。 
➢災害時における中部地域の事業活動の継続に向け、 特定の地域単位で防災・減災を図

るため「地域連携ＢＣＰ」の有効性の検証結果を踏まえ、事業継続かつ供給責任を果

たすための地域の産業防災体制の構築を検討する。 
 

 
 

 災害時における企業活動の維持・回復をより早期に実現するため、事業継続に係

る取り組みを強化する。工業団地等グループで BCMS を導入することによる産業

防災力と事業競争力の強化を目指し、中核的な企業群を有する地域、ポテンシャ

ルの高い地域である豊橋市明海工業団地、四日市市霞コンビナート、尾鷲市にお

いてモデルとして推進する。 
 またそのモデルを南海トラフ巨大地震の発生リスク懸念を有する伊勢湾岸地域全

域へ普及を図る。 
 

◇中部圏の新たな産業防災・減災（地域連携BCP） 

ＢＣＰ策定ポイント集（Points to Consider）の作成

モデル実証事業の実施

ＢＣＰ策定ポイント集（Points to Consider）の作成

モデル実証事業の実施

産業界産業界 行政行政大学大学

地域連携ＢＣＰ
＝「地域内」もしくは「地域間」のＢＣＰ

地域連携ＢＣＰ
＝「地域内」もしくは「地域間」のＢＣＰ

支援 支援

自助＋共助

全
国
へ
の

モ
デ
ル
展
開

全
国
へ
の

モ
デ
ル
展
開

企 業 内
（ＢＣＰ）

広 域 連 携
（工業団地内～県域内連携）

全 国
（業界内連携、地域間連携等）

点
線 面

層

災
害
の
大
き
さ

求められる連携の範囲
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・港湾においては、大規模災害発生時においても港湾活動の維持・早期復旧を図るため、

国の機関、港湾管理者、港湾関係者が連携できる仕組みをつくり、企業も含めた港湾

活動の BCP を策定し、今後、訓練等を通じて実効性を高めていく。また、広域的な

港湾間の連携による災害に強い海上輸送ネットワークの構築に向けて検討する。 
・地域内・地域間の企業、行政、住民との連携や他圏域との連携を考慮した地域連携 BCP

の策定に向け検討を行う。 
【取組事例】 
・伊勢湾岸地域に立地する自治体や企業の計 24 者に対し、地域連携 BCP に係る施策説

明を実施。そのうち４地域等に対して研修会等を開催。 
・地域連携 BCP モデル地域（豊橋市明海工業団地、四日市市霞コンビナート）におい

て、国土強靱化ワークショップを実施。 
・臨海部の衣浦工業地帯、内陸部の可児工業団地、松阪中核工業団地へ取組を拡大。セ

ミナーやワークショップを開催し、普及を促進。 
・中部 5 県に製造拠点を置く製造業企業 1,400 社強を対象に、強靱なサプライチェーン

を構築するためのアンケート調査及びヒアリング調査を実施。 
・国土強靱化シンポジウム名古屋を開催。 
 
 
 
 
 
 

◇工業団地等グループのBCMS導入モデル推進地域 



 68 

・以下の港湾において、ＢＣＰを策定。 
 策定年月 

名古屋湾 BCP H28.11 

三河湾 BCP H27.3 

衣浦湾 BCP H27.3 

伊勢湾 BCP H28.2 

四日市湾 BCP H27.10 

津松阪港 BCP H27.10 

・平成 30 年 3 月に個社、企業グループ、サプライチェーン、地域連携 BCP 等の各 BCP
のポイントを整理した「産業の事業継続力向上プランものづくりパート」を策定し公

表。 
 

（２）中枢機能・システムのバックアップ及びライフラインの確保による業務継続支援 
・災害リスクに対応するため、地方公共団体、医療機関等の情報データなどの遠隔地バ

ックアップの方策検討を行い、クラウドの活用などを推進する。 
・庁舎機能の喪失や職員の被災により、被災直後に行政業務の継続が困難又は麻痺した

場合の社会基盤施設の機能確保のための広域的バックアップ体制を構築する。 
・災害時に円滑にライフライン（電気、ガス等）が確保できるよう関係機関と連携し、

早期復旧を図る。 
 

（３）広域応援による地方公共団体の支援 
・国土交通省 TEC-FORCE（リエゾン含む）を派遣する国土交通省の各機関は、あらか

じめ国土交通省 TEC-FORCE 活動計画を策定し、これに基づいた迅速な措置を実施

する。また、各機関の派遣要領に基づく派遣体制を確立する。 
・災害対応力強化のための体制、装備資機材等の充実強化を推進する。さらに、海外か

らの応援部隊の受入れや連携活動の調整方法等について事前に明確化する。 
・国や都道府県等を中心とした被災地方公共団体への様々な機関による応援制度や個別

の地方公共団体間における応援制度があるため、大規模災害時にそれぞれの応援の仕

組みが全体としてより効率的に機能するよう、具体的な調整方法について検討すると

ともに、必要に応じて制度の見直しを行う必要がある。 
 

（４）関係機関の連携強化による災害時輸送の確保 
・被災時に円滑に代替物流・交通手段が確保できるように、企業（製造者等荷主や物流

事業者）と河川管理者・道路管理者・港湾管理者・空港管理者等の施設管理者の連絡

調整を行う。 
・国や地方公共団体、民間の物流事業者、物資調達企業が情報共有できるシステムの構

築に努める。 
・広域的な災害時の円滑な代替性・多重性確保のために、施設管理者、交通事業者等の

民間事業者、地方公共団体などによる災害時輸送の連携強化を図る。 
・国、消防、警察、自衛隊、海上保安庁、地方公共団体、医療機関などの関係機関が相
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互に協力して迅速な応急対策、円滑な復旧活動を行うために、複数の道路管理者・河

川管理者・港湾管理者･空港管理者等の間における調整により、 
➢相互支援体制の強化（迅速な道路啓開・航路啓開に向けた体制、応急対策車両・作業

船等の確保等） 
➢初期緊急活動を行うために不可欠となる燃料対策 
➢現場における関係機関間の連携強化 
➢行政と民間企業等との広域的な災害協定の締結等による支援体制の確立（地域の復旧

を担う地元企業の育成・確保） 
➢出動を要請する建設企業の効率的かつ計画的配置を調整するための組織の構築（災害

協定に基づく国、地方公共団体等からの出動要請の輻輳による混乱の回避） 
➢輸送路確保のために自動車利用の制限、放置車両等の撤去対策（必要に応じ、警察車

両による先導）などに取り組み、一般車両の通行禁止等について周知する。
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（５）広域防災拠点等の広域防災ネットワークの形成 

・「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」において、大規模な広

域防災拠点等に名古屋港、県営名古屋空港、富士山静岡空港等が位置づけられた。 
➢中部圏各県では、南海トラフ地震発生時に国が地方公共団体に対して行う応援を迅速

かつ円滑に受け入れる体制を確保するため、具体計画に基づく受援計画が策定され、

これらの計画の実効性を確保するため、定期的に地域ブロック広域訓練を関係機関と

連携して実施するとともに、大規模な広域防災拠点等を各県の地域防災計画に位置づ

け、地域のネットワークを構築していく。 
➢また、三の丸地区では、政府現地対策本部施設が整備され、静岡空港においては防災

関連庁舎の建設を推進しており、現状の保有する施設・設備を相互に連携することに

より、当面は中部圏全体として、大規模な広域防災拠点等に必要とされるすべての機

能を確保しているが首都機能等のバックアップ等の大きな視点から見た機能について

も考慮するなど、大規模な広域防災拠点等の施設強化を推進していく。 

稼働中の照明車 
（宮城県石巻市） 

排水ポンプ車による活動 
（宮城県東松島市） 

◇災害時の支援体制（中部地方整備局TEC-FORCEの活動） 

衛星通信車による支援 
（岩手県大船渡市） 

災害対策本部車による支援 
（岩手県大槌町） 

◇災害時の支援体制（建設企業） 

道路啓開作業 

排水作業 

障害物除去作業 
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三三のの丸丸地地区区  政政府府現現地地対対策策本本部部  静静岡岡県県庁庁  政政府府現現地地対対策策本本部部  
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・広域防災拠点における災害医療支援機能を検討し、災害拠点病院との連携、トリアー

ジスペースの確保、資機材・設備の整備を行う。 
・災害の種類、規模、場所に応じて指揮系統を選定できる仕組みを検討する。 
・広域的な支援の受入れが可能となる防災拠点（庁舎、防災公園、道の駅、サービスエ

リア・パーキングエリア（SA・PA）等の休憩施設、防災ステーション、港湾、空港、

ヘリポート等の利用）の整備を行う。さらに、総合運動公園や体育館等の施設を災害

時に活用できるように、関係機関と事前に調整する。 
・なお、防災拠点については、以下のような機能の強化を図る。 
➢ライフライン機能の強化（非常用自家発電設備の整備、地下水の有効利用等） 
➢物流（支援物資・緊急物資等の集積）の拠点、応急・復旧活動の拠点を確保するなど

災害拠点施設の機能の強化 
➢燃料供給基地としての機能の強化 
・また、行政や民間企業、ＮＰＯ・ボランティアを含めた関係機関等の支援が円滑に行

えるように、その受入れ体制の整備を行う。 
・陸路での到達が困難な場合や一度に大量の輸送を行う必要がある場合、輸送が長距離

となる場合等海路による輸送が効率的と見込まれる場合における、海上輸送拠点を活

用した海上輸送を行う体制を構築する。そのため、海上輸送拠点の港湾については、

考えられる最大級の強さを持つ地震動によっても機能を損なわずに船舶の利用、人の

◇広域防災拠点の配置 

出典：南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（令和2年5月29日中央防災会議幹事会） 
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乗降及び物資等の荷役を速やかに行うことができる岸壁を確保するよう取り組んでい

く。 
・また、漁港や緊急用河川敷道路、緊急用船着場などの河川の活用を検討し、整備点検

を行う。 
 

 

 
◇防災機能を有する道の駅、ヘリポートを有する高速道路のSA・PA 
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◇SA・PAの防災機能の強化 

すべての休憩施設のお手洗いに
自家発電装置を整備

高速道路休憩施設の計画図

H

ドクターヘリ・防災ヘリが活用
可能なヘリポートを整備

緊急活動を速やかに実施する
ための緊急開口部を設置

全休憩施設に
防災備蓄庫を整備

地下水利用
設備を整備

◇道の駅の防災機能の強化 

 

◆ 情報提供装置

◇ 非常用電源装置

■ 防災機能整備事例 道の駅「美濃にわか茶屋」(岐阜県)

◇ 防災備蓄倉庫 ◇ 飲料水貯水槽

◆ 防災用トイレ
〈屋外〉 〈屋内〉

サイクルステーション 農産物販売所・休憩所

【凡例】◆：道路管理者 ◇：自治体

◆ 情報提供装置

◇ 非常用電源装置

■ 防災機能整備事例 道の駅「美濃にわか茶屋」(岐阜県)

◇ 防災備蓄倉庫 ◇ 飲料水貯水槽

◆ 防災用トイレ
〈屋外〉 〈屋内〉

サイクルステーション 農産物販売所・休憩所

【凡例】◆：道路管理者 ◇：自治体
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（６）自発的支援の受入れ 
・ＮＰＯ・ボランティアの受入れや活動拠点の提供など、ボランティアの活動の円滑な

実施が図られるよう、意見交換を行う情報共有会議の整備・強化など支援に努める。 
・海外からの支援の受入れの際には、受入計画を作成する。 
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３．２ 信頼性の高い緊急輸送ネットワークの確保 

広域的な防災ネットワークの形成、交通ネットワークの早期啓開・復旧と確保、被災地の

復旧・復興に必要な人員や物資などの緊急輸送のためにも、高規格幹線道路等の未整備区間

（ミッシングリンク）の解消、港湾・空港などの地震・津波対策の推進が必要である。 

（１）道路施設の整備・耐震化等による緊急輸送路の確保 
・緊急輸送路確保のために、道路ネットワークのミッシングリンクの解消に向けた取組

を進める。また、安全で信頼性の高い高規格幹線道路の整備にあたっては、地震や津

波に強いルートや構造形式で進める。 
・緊急輸送路（道路）の被災の最小化を図るため、落石・法面崩壊危険箇所の対策（災

害防除）、橋梁の耐震対策、トンネル・横断歩道橋の修繕等の老朽化したインフラ対策、

また、土砂崩壊等の際に通行不能となることを防ぐため、狭溢区間の広幅員化（現道

拡幅・バイパス整備・歩道整備）や無電柱化などを実施する。 
・信号機、情報板等の道路交通関連施設について災害に対する安全性の確保を図るとと

もに、災害時の道路交通管理体制を整備する。また、都道府県警察は、警備業者等と

の間に交通誘導の実施等の応急対策業務に関する協定等の締結に努める。 
➢「大規模地震発生時における警備業務要請等に関する協定」 
  締結者 静岡県知事 社団法人静岡県警備業協会会長 
  締結日 平成 8 年 8 月 14 日 
・緊急輸送ルートについては、他の道路に優先して防災関係機関間で速やかに情報共有

し、早期に通行確保を行う。そのため、あらかじめ防災関係機関間で広く情報共有を

図るとともに、発災時の情報共有のための具体的な手順も含めて明らかにする。 
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◇中部圏の高規格幹線道路のミッシングリンク 

[愛知県] [岐阜県] 

[三重県] [静岡県] 

[長野県] 
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◇緊急輸送路（道路）の広幅員化イメージ 

緊急輸送道路における狭隘区間の広幅員化（バイパス整備） 

 

緊急輸送道路における広幅員化（現道拡幅） 

 

◇耐震性向上のための対策例 
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（２）空港・港湾施設の地震・津波対策による海上輸送・航空輸送の確保 
・大規模災害時における国内・海外からの救援・支援活動を考え、港湾及び空港での地

震・津波対策を進める。 
・被災による経済活動等への影響を最小限とするために、海上輸送ネットワークの核と

なる重要なターミナルや航路標識等の耐震性・耐津波性の向上、海水浸入防止対策の

推進を図り、災害に強い海上輸送ネットワークの構築を進める。 
・地方公共団体において災害時に円滑な緊急物資輸送が可能となるよう、地方公共団体

の防災計画等への船舶の活用の反映を促進する。 
・港湾施設の耐震化や港湾 BCP の策定・見直し等を推進する。 

（３）各施設の整備・連携による緊急輸送ネットワークの確保 
・河川・港湾・空港の確実な地震・津波対策を進め、これらと道路ネットワークの適切

な連携を図り、広域的かつ総合的な緊急輸送ネットワークを構築する。 
・被災時に円滑に代替物流・交通手段が確保できるように、河川、港湾、空港、高速道

路、鉄道、物流拠点など、異なる物流インフラ間をシームレスにつなぐ物流網を構築

する。 
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３．３ 初動対応、被害状況の把握等も含めたオペレーション計画の事前準備 

迅速な応急対策及び交通ネットワーク等の早期啓開や復旧作業のためには、被災状況を迅

速・確実に把握できる体制を確保しておくことが必要である。被災状況の迅速な情報把握に

あたっては、ヘリコプター等による情報収集体制を整えるとともに、電子基準点による広域

の地殻変動の検出、空中写真を使用した津波・土砂災害時の被害状況、標高データなどの情

報を早期に収集する体制、各防災対応機関が人命救助活動などに共通して使用できる地図、

情報図等を整備する。また、防災関係機関相互の通信手段の構築を行うことにより情報共有

体制を確立するとともに、災害時に確実に使用できる通信手段を確保し、通信網が被災した

場合でも確実・迅速に復旧できる体制を確立しておくことも重要である。 
また、交通ネットワークの早期啓開・復旧やライフラインの機能確保は、人命救助活動、

被災地における応急・復旧活動の円滑な実施、被災地での生活、経済活動等に大きく影響す

ることから、迅速かつ的確な復旧・機能確保が図られるように、道路啓開・航路啓開等のオ

ペレーション計画の策定、対空表示（ヘリサイン、地点番号）の導入など、事前に対策や体

制を確立しておくことが重要である。 

（１）活動内容に係る情報共有体制の強化 
・情報収集時における連携と情報の共有化として、 
➢ヘリコプターからの映像の伝送を行うヘリテレシステム 
➢通信衛星を利用するヘリサットシステム 
などを導入する。 
・防災関係機関の情報共有にあたっては、各府省の取組を参考にして、 
➢「L アラート」など、効率的な情報プラットフォームの一元化、利用普及 
➢各機関から出された情報が迅速・正確に確認できる体制の整備 
➢災害に強く、効率的な情報伝達手段（通信手段）の構築 
➢ヘリコプターによる情報共有体制の構築 
➢UTM グリッドの活用を含めた地理院地図などの既存システムの利用普及 
➢地理院地図を活用した防災拠点等の情報や災害時の情報における情報共有手法の検討 
➢各種設備・システムの利用方法等の周知 
などに取り組む。 

・県と市町村の間で定められる「非常通信ルート」について見直し、情報通信機能の耐

災害性の強化に取り組む。 
【取組事例】 
・非常通信体制（無線局等の運用体制、設備等）の総点検を実施。 
・非常通信ルートの見直しを行い、全国非常通信訓練を実施。 
・L アラートの利用促進に向け、全国合同訓練を実施。 
・ヘリコプターによる情報共有訓練の実施。 
・災害に対する通信・放送ネットワーク等の強靱化整備に向け、自治体４団体、放送事

業者１５社及びケーブルテレビ事業者１３社に支援を実施。また、AM 放送を補完す

る FM 中継局整備に放送事業者７社に支援を実施。 
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・公衆無線 LAN（Wi-Fi）環境整備に向け、自治体２８ 団体及びケーブルテレビ事業者

1 社に支援を実施。 
 

（２）円滑な被害状況の把握 
・関係機関が連携し、発災時における被害状況把握等に関するヘリ調査計画を策定する。

また、無人航空機や国土地理院の空撮、JAXA への要請による陸域観測技術衛星 2 号

「だいち 2 号」からの撮影写真等による情報収集を行う。 
・早期に被害状況を把握するために、自転車やバイク等の多様な移動手段の活用による

現地調査の実施、道路管理用カメラ、CCTV 等の活用及び官民の自動車プローブ情報

等の活用により、公共施設管理者、交通基盤管理者において各々の管理区分を越えて

緊急的な巡回等ができるよう柔軟な連携体制を整備する。また、民間機関の情報や地

域住民からの情報等の活用を検討する。 
・河道閉塞形成の可能性が高い地域等、緊急対応に不可欠な交通網の寸断や二次被害の

おそれがある箇所を把握し、発災後の対応計画を事前に策定する。 
 また、改正土砂災害防止法に基づく緊急調査や応急対策を行うために必要な装備を充

実させるとともに、対応する職員の技術力向上・維持のための研修・訓練の実施等、

発災した際に迅速かつ集中的な対応を行えるよう準備を図る。 
 

（３）総合啓開体制の構築 
・関係機関と連携しつつ、道路、港湾を総合的に活用した緊急輸送ルートを設定すると

ともに、それらを確保するための道路啓開・航路啓開・緊急排水計画の連携の具体化

を図る。 
➢中部地整管内の総合啓開に関する計画（中部版くしの歯作戦、伊勢湾「くまで」作戦、

チュウブ ハイドロポンプ作戦）を策定する。 
・東日本大震災における「くしの歯作戦」に相当する、道路啓開オペレーション計画（中

部版くしの歯作戦）を国、県・政令市等の関係機関でとりまとめる。 
・道路啓開オペレーション計画（中部版 くしの歯作戦）の道路啓開目標は、人命救助の

ための救援・救護ルートの確保、緊急物資輸送ルートの確保を行う。 
・くしの歯ルートは、主に緊急輸送道路の中から、南海トラフ巨大地震発災時に優先的

に被災状況の情報収集と道路啓開を行う候補ルート『くしの歯ルート』をあらかじめ

設定しておく 
STEP1 の候補ルート：全ての高速道路、都市高速、及び直轄国道(浸水地域を除く)

を選完。ダブルネットワークの確保、緊急交通路指定を考慮 
STEP2 の候補ルート：被害が甚大な地域の道路啓開を行うため｢STEP1｣と「STEP3」

の候補ルート及び重要拠点等を効率的に結ぶ比較的耐震性

の高い(必要に応じ耐震対策を行うべき)ルート(STEP1 の候

補ルートから各市町村へ少なくとも 1 ルートを設定) 
STEP3 の候補ルート：沿岸ルート等、被害が甚大で孤立の危険性が高いエリアを通

るルート 
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・道路啓開オペレーション計画は、毎年改訂を行い充実を図る。 
 

 

 
 
・道路啓開用資機材を融通できるよう、資機材保有者間の情報共有及び資機材共有の仕

組みを構築する。 
・津波に押し流された自動車、コンテナ、がれき等により航路や海域がふさがれると海

からの緊急輸送路や物流の海上輸送に支障を来すことから、港湾が早期に機能を発揮

するために、航路オペレーション計画（伊勢湾「くまで」作戦）については、平成 
２８年２月の伊勢湾ＢＣＰ協議会に於いて国、地方公共団体、建設事業者等の各関係

機関と協力の上、策定された。 
・航路啓開オペレーション計画（伊勢湾「くまで」作戦）は、公共耐震強化岸壁までの

海上輸送ルートの確保を基本に進める。 
・大規模災害発生時の被災者の生活維持及び国民生活の維持に向けた、大量輸送が可能

な海上からの緊急物資の供給を迅速に行うため、 

◇くしの歯作戦のSTEP 

◇くしの歯ルート図（静岡県） 

くしの「軸」ＳＴＥＰ１ ＳＴＥＰ２ くしの「歯」 ＳＴＥＰ３ 被災地
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関
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ＳＴＥＰ１：高速道路等の
広域支援ルート

ＳＴＥＰ2：沿岸部(被災地)
ｱｸｾｽﾙｰﾄ

ＳＴＥＰ3：沿岸沿いルート

広域支援ルート
（被災地外）

海上輸送ルート

くしの歯ルート（65方向）

エリアを示す
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➢被災地における緊急物資の備蓄（３日分を想定）が無くなる前に、海上からの救援物

資の受入れ及び被災地への輸送ができる 体制を構築する。 
➢発災後３日以内に、耐震強化岸壁の点検・応急復旧、航路啓開を行い、救援物資輸送

を開始する。 
➢発災後７日以内に、耐震強化岸壁を中心として、緊急物資、要員・資機材等の大量受

入・輸送体制を確立する。 
 
・航路啓開オペレーション計画（伊勢湾「くまで」作戦）を進めるにあたり、 
➢施設の応急復旧、湾口を含む航路の障害物、漂流物の回収・処理が早期にできる体制

を確立する。 
・航路啓開オペレーション計画を充実させるため、 
➢緊急確保航路が政令指定されたことを踏まえ、被災情報の入手、作業船団の確保及び

啓開作業の実施等について関係機関を含めた広域連携体制の整備 
➢海上輸送～入港・接岸～荷役・仕分～陸送を分担する各機関における迅速な輸送体制

の構築 
➢航路啓開作業に関する図上訓練、実働訓練等を通じたオペレーション計画の見直しを  
行う。 

 
 
・「濃尾平野の排水計画」では、南海トラフ巨大地震・津波による濃尾平野の大規模な浸

水を想定し、浸水を最長１ヶ月で解消し、人命救助・孤立避難者の救出、早期の復旧・

復興のための広域支援ルート確保を支援するため、平常時からの備えと発災後の堤防

仮締切、排水作業等について具体的な手順・方法をとりまとめた。 
   
 

◇伊勢湾における海上からの緊急物資輸送ルート 
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・「濃尾平野の排水計画【第 1 版】」の策定後、各県が公表した「津波浸水想定」の浸水

状況を踏まえ、排水計画の対象エリアを濃尾平野に限定せず、中部地方整備局管内（以

降、「中部管内」と称す）全域に拡大した「中部管内排水計画（チュウブ ハイドロポ

ンプ作戦）」の検討を進めており、今後、関係機関との調整等を踏まえて「中部管内排

水計画」を策定する。 
・「中部管内排水計画（チュウブ ハイドロポンプ作戦）」を進めるに当たり、 
➢津波による浸水被害に対しては、排水ポンプ車等による排水対策を実施するが、潮位

変動に伴う長期浸水解消のためには、まず堤防決壊などにより海水・河川水が流入出

する開口部を締切る止水対策を行う。 
➢また、排水実施にあたり、既存の排水機場は地震や津波により被災し、早期に運転を

行うことは困難であり、施設の復旧にも相当な時間を要することから、災害時の応急

排水方法として、排水ポンプ車や仮設ポンプなどを主体とした排水となる。 

 

 

 
 
 
◇道路啓開・航路啓開・排水作業が密接に連携した人命救助、緊急物資輸送ルートの確保 

◇排水エリア図 



 85 

・救出救助活動と総合啓開との連携強化を図り、相互の情報共有体制や現地での対応事

項を確認するとともに、共通課題の検討を行う。 
・燃料の補給方法、輸送ルートのオペレーション計画を策定する。また、平時からの燃

料の自衛的な備蓄を促進する。 
・震災時の物流・産業・エネルギー供給の確保のための物流機能の早期復旧に向けた取

組を行う。 
・空からの緊急輸送路として空港が早期に機能を発揮するための事前対策を進めるとと

もに、施設の応急復旧体制を確立する。また、ヘリコプターの安全かつ安定した運用

を行うために、航空機燃料の確保や機体整備等の支援体制を確立する。 
・施設の屋上、道路等への対空表示（ヘリサイン、地点番号）の設置を推進する。 
 

 

 
 

◇対空表示（ヘリサイン）の設置（施設の屋上） 

東名高速道路・東名三好IC 

中央自動車道・伊那IC 

東海北陸自動車道・郡上八幡IC 

名神高速道路・養老SA 

◇対空表示の設置（緊急用河川敷道路） 
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（４）二次災害の抑止や早期復旧に資する対策 
・ライフラインの機能評価により円滑に復旧ができる施設への見直しを行うとともに、

早期に復旧できる体制についても事前に確立する。 
・大規模土砂災害に伴う河道閉塞について、迅速な緊急調査、被害想定、対応方針立案

等を実施するための関係機関との連携体制を確立する。 
・コンテナ、自動車、船舶、石油タンク等の漂流物防止対策を推進する。 
・高圧ガス等の漏洩を防止するため、重要な既存の高圧ガス設備の耐震強化を進めると

ともに、南海トラフ地震に対する耐震基準の見直しを進める。 
・大規模地震等により有害物質の流出が懸念される鉱山集積場の安定解析結果を周知し、

速やかな対策を促す。 
・地震・津波災害を原因として原子力災害が発生する可能性も考慮し、地域住民の被ば

くの低減を図るため現地本部体制や避難体制の確立、緊急時モニタリング体制の強化

など、原子力防災対策を推進する。 

寺尾地すべり発生時の全景写真(S36.3） 
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３．４ 救助・救出・医療活動 
（１）救援・救護、救出活動を支える施設・体制整備、必要な物資の確保 

救援・救護、救出活動は、被災者の方々の人命に大きく影響することから非常に重要であ

る。しかし、広域で甚大な被害が発生した場合には、応急・復旧活動が困難な状況になるこ

とや医療施設の被災による機能低下、医療従事者の負傷などにより、十分な医療活動や救出

活動ができないことも予想される。そのため、より安全に、迅速かつ的確な活動が行えるよ

う、関係機関の連携により事前に体制の構築を図っておく必要がある。また、初動でのヘリ

コプターの映像などの活用についても検討する必要がある。 
これらの活動は、気象条件等の影響を大いに受けることから、気象台から詳細な気象情報

等の提供を受けて活用する仕組みを構築する必要がある。 

 
・円滑な救援・救護、救出活動が実施できる連携体制の整備として、 
➢警察・消防機関の域内部隊および広域応援部隊（警察災害派遣隊、緊急消防援助隊、

自衛隊の災害派遣部隊）の初動期における派遣の方針と具体的な手順の明確化 
➢緊急災害対策本部の総合調整のもと、域内部隊と広域応援部隊の綿密な連携 
➢自衛隊、消防、警察、医療機関など関係機関の合同指揮所設置、情報の共有、任務分

担の明確化 
➢救助を求めている方と地方公共団体等との情報共有が行える情報伝達体制の整備 
➢燃料（ガソリン、航空機（ヘリコプター）の燃料、重油等）を確保するための備蓄や

燃料販売事業者等との協定 
➢石油業界の系列供給網毎の系列 BCP を基本としつつ、必要に応じて石油備蓄法に定め

る『災害時石油供給連携計画』に基づく系列を超えた相互協力を行う供給体制を構築

する。 
➢船舶、貨物鉄道、タンクローリー等、被災地への多様な燃料輸送体系の検討 
➢被災地へ運ばれてきた燃料の受け渡しや末端輸送の体制確保、必要な機材の整備 
➢被災情報の伝達等において重要な役割を担う報道機関の燃料確保や臨時へリポートの

使用についての検討 
➢検視場所や遺体安置に適した施設の選定や検視資材の備蓄 
などに取り組む。 
・沿岸部、山間部などにおける孤立地域・孤立集落の対策を検討する。 
・津波湛水区域の医療・福祉施設では、人口増加、医療・介護福祉施設増加に伴い、多

くの入院・入所者が孤立する可能性があるため、医療・福祉施設の被害予測を把握す

るハザードマップを作成し、津波浸水・洪水地域の医療・福祉の課題抽出と対応策の

検討を行う。 
・各地区の被災状況を判断し、地区ごとの避難、救援・救護、救出に関する緊急性を的

確に判定できる仕組みを検討する。 
・気象台は、必要に応じて、関係機関が行う救援・救護、救出活動の実施の判断に資す

る気象等の情報を作成し、提供する。 
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・全国的な燃料不足への対応として、非被災地も含めた燃料の安定供給に関して、石油

関連業界団体における燃料供給体制と緊密に連携する。 
・災害時に災害対応を行う行政庁舎、救出救助活動を行う消防署、通信確保のための通

信施設、避難所となる公共施設、学校、災害拠点病院、矯正施設等の重要施設におけ

る自家発電設備等の導入、軽油や LP ガス等の燃料の自衛的な備蓄を促進する。 
・大規模停電発生時に電源車の配備等、円滑な支援を受けられるよう、あらかじめ、重

要施設の非常用電源の設置状況、最大燃料備蓄量、燃料確保先、給油口規格等のリス

ト化に努める。 
 

（２）医療活動 
南海トラフ地震では医療ニーズが急激に増大し、被災地内の医療資源のみでは対応

できない状態となることが想定される。そのため、全国から DMAT（災害派遣医療チ

ーム）をはじめとする医療チームによる応援を迅速に行い、被災地内において救命に

必要な最低限の対応が可能な医療体制を確保する。また、被災地内の地域医療搬送を

支援するとともに、被災地で対応が困難な重症患者を被災地外に搬送し、治療する体

制を構築する。 
・国及び都道府県の役割を明確にする。 
➢被災都府県は、被災地内における医療機関、医療を要する福祉施設、避難所への支援

を行う。 
➢非被災道県は、管内 DMAT 派遣、被災地からの重症患者の受入などの広域後方医療活

動を行う。 
➢国は緊急災害対策本部及び政府現地対策本部を中心に、県境を越える DMAT 派遣、広

域医療搬送など、広域にわたる活動の調整を行う。 
・発災直後、全ての DMAT 指定医療機関は厚生労働省が定める「日本 DMAT 活動要領」

に基づき、要請を待たずに DMAT 派遣のための待機を行う。 
・DMAT はあらかじめ決められた参集拠点候補地へ参集する。 
・被災都府県は、災害拠点病院等をはじめ、都府県内の全病院の被災状況及び病院支援

の必要性について、広域災害救急医療情報システム（EMIS）等を用いて情報収集・

共有する。 
・被災地外の医療施設に搬送する時間を考慮しても、生命の危険が少ない傷病者を対象

として、広域医療搬送を行う。 
・被災都府県の災害対策本部は、民間企業の協力を得て、患者搬送の緊急度に応じた搬

送手段を確保・調整する体制を構築する。 
・災害時の迅速な医療提供が困難な地域は、平常時から人口減少・流出対策を含めた医

師不足が解消される取組を実施するとともに、発災時に常駐医師がいないことに対す

る対応方策を検討しておく。 
・災害時において要配慮者に対し緊急的に対応を行えるよう、災害派遣福祉チーム

（DCAT）を編成するなど、民間事業者、団体等の広域的な支援ネットワークを構築

する。 
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・都道府県は DMAT による活動終了以降、日本医師会災害医療チーム（JMAT）、日本

赤十字社等の医療チーム派遣の協力を得て、被災地における医療提供体制の確保・継

続を図る。 
・災害による被災者のストレスケア等のため、都道府県からの要請に基づき、国は精神

科医を確保し、災害派遣精神医療チーム（DPAT）等を編成する。その際、必要に応

じて公的医療機関及び民間医療機関の協力を要請する。 
・浸水予想区域から医療施設を移転促進するための支援措置を講じる。 
・一般の避難所では生活が困難な高齢者や障害者等を受け入れる、福祉避難所の機能強

化を進める。 
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３．５ 災害時における緊急物資輸送体制の構築 

広域激甚災害時において被災者への支援物資や復旧・復興に要する物資等の迅速・的確な

供給を可能とする「災害に強い物流システムの構築」が必要となる。そのためには、関係機

関や物流事業者との連携の下、物資輸送における多様な輸送機関の活用、輸送ルートの多重

化等を図り、拠点運営の体制強化についても事前に検討しておく必要がある。 

 
・広域激甚災害時における被災地域外からの幹線輸送を円滑にするために、海上輸送など多様

な輸送モード・ルートを活用した広域的な幹線輸送にかかる連携策を検討する。 
・公共の広域物資輸送拠点が、被災・機能低下することを想定し、 
➢公共の広域物資輸送拠点を機能的に補完する民間物資拠点の選定 
➢物資拠点の運営、物流専門家派遣等、拠点活用に係る協定締結或いは既存協定の内容充実及

び関係機関の協力体制の確立 
➢複数の県が同時に被災した場合、被災県の周辺の県に一次物資拠点を設置する体制を構築す

るなど、物資拠点の広域的な補完体制の確立等を推進する。 
・支援物資物流に関係する機関の情報共有のため、 
➢情報共通化のためのシートや荷札の統一 
➢物流に関するワーキングにおいて、情報共有体制の構築 
等に取り組む。 
・被災地域内に残されたインフラを有効に活用した配送の備えとして、関係地方公共団体と地

域物流業者との連携方策の高度化による支援物資物流の効率化などに取り組む。 
・「南海トラフ地震対策中部圏戦略会議」等関係機関との連携訓練に参加するなどして、災害物

流にかかる問題点や対応策の有効性を検証する。 
・「災害ロジスティクス中部広域連絡会議幹線輸送部会海運ワーキンググループ」において、以

下の項目に取り組む。 
➢船舶データベースの登録船舶数の増強 
➢海上輸送に必要な情報について、関係機関における共有体制の構築。 
・海外等からの支援について、発災前にあらかじめ支援機関について調査を実施する。 
・大規模災害の被害及び外部支援の時期を想定し、地理的条件等も踏まえて、必要とされる物

資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し供給のための計画を定める。 
・支援物資の輸送・保管等に民間物流施設等を活用する協力協定の締結や、民間物流施設の地

域防災計画への位置づけを促進する。 
・物資調達・輸送調整等支援システムを活用した訓練や民間物流施設に対する非常用電源設備、

非常用通信設備等の導入を促進することにより、官民が連携した物資調達・輸送の実効性を

高める。 
・プッシュ型支援を構築し、被災都府県からの要請を待たず避難所避難者への支援を中心に必

要不可欠と見込まれる物資を緊急輸送する。被災府県はできる限り早期に具体的な物資の必

要量を把握し、必要に応じて国に要請するプル型支援に切り替える。 
・プル型支援を実施するため、避難所のニーズを把握できるシステムの構築が必要である。 
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・南海トラフ地震のような大規模・広域な災害では、全国的に物資の生産・物流体制に大きな

影響が生じると見込まれるため、関係業界団体と連携し安定供給に向けた措置を講じる。 
・避難所までの円滑かつ確実な支援物資輸送に向け、ラストマイルを中心とした支援物資輸送

に関する地方公共団体向けハンドブックの活用など、地域に応じた円滑な支援物資輸送体制

の確立・強化を図る。 
 

 
・受け入れ側の市町村の被災レベルが特に大きい場合には、十分な受援体制がとれないことを

前提に、可能な限り応援側で自立している自己完結できるような支援パッケージを提供する

必要がある。 

◇貨物鉄道の活用 

（中部圏の鉄道網の状況） 

◇空路から陸路へ 

（幹線道路網と空港の活用） 

◇海路から陸路へ 

（幹線道路網と港湾の活用） 
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◇公共の広域物資拠点を補完する民間物資拠点 
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一次物資拠点

凡例

二次物資拠点

避難所

被災範囲

被災県外から
調達物資や備蓄物資

調達
物資

A県（周辺応援県） B県（被災県）周辺応援県の
一次物資拠点を活用

 
 
 

①他地域や関係省庁で作成した情報共通化のた
めのシートや荷札

②物資調達シート（プル型）のサンプル

③共通荷札のサンプル

名称 概要

１ 物資調達シート

（内閣府）

支援物資を調達して納入す
るために必要な情報を関係
する機関で調整するシート
（プッシュ型、プル型別）
【②参照】

２ 物資調整シート

（宮城県）

東日本大震災時に支援物資
を調達する時の調整に用い
たシート

３ 共通荷札

（経済産業省）

支援物資の中身（内容・量
）が分かるように梱包材に
添付する荷札

【③参照】

４ 燃料調達シート

（内閣府）

燃料を調達して納入するた
めに必要な情報を調整する
シート

出典：経済産業省

出典：内閣府

 

 

 

◇南海トラフ巨大地震等発生時の周辺応援県への一次物資拠点の設置 

◇支援物資物流に関する情報の共通化 
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３．６ 濃尾平野の大規模浸水を想定した排水計画（チュウブ ハイドロポンプ作戦） 

地震・津波による大規模浸水について、排水作業を的確かつ効率的に実施することが、被

災地における応急・復旧対策において極めて重要な課題となる。とりわけ、濃尾平野のゼロ

メートル地帯が広範囲に浸水した場合には甚大な被害が想定されるため、排水作業を円滑に

行うための事前対策や体制を整備しておくことが重要である。 

 

・濃尾平野の緊急排水としては、「中部管内排水計画（チュウブ ハイドロポンプ作戦）」に基

づいた排水オペレーションを行う。具体的には、破堤箇所及び浸水状況を確認した後、堤防

仮締切箇所、排水箇所への進入路の道路啓開を行い、T.P.+1.2m の堤防仮締切を実施し満潮

時における伊勢湾からの海水の浸入を防止する。その後、浸水エリア内の防災関連施設等の

状況を踏まえ、排水ブロックの優先度を検討し、稼働可能な既設排水機場と排水ポンプ車に

よる排水作業を実施し、1 ヶ月以内に排水を完了させることを目標とする。 
・現地調査や防災訓練等により、排水計画の検証及び精度向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【濃尾平野排水計画の概要】 

■対象外力  南海トラフの巨大地震・津波 

■目的    濃尾平野の浸水被害を想定し、①人命救助、②

孤立避難者の救出、③早期の復旧復興等のた

めの広域支援ルートを確保 

■構成    基本編・・・事前に準備・確認すべき事項 

        地震津波編・・・発災～排水完了までの手順  

浸水エリアをブロック分割（全４８ブロック） 
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【伊勢湾岸道】

【R23】

【伊勢湾岸道】

【東名阪自動車道】

【R23】

【R1】

【R1】

【
R

30
2】

【R
15

5】

【名神高速道路】 愛知県

１
６

15２
２

18

６

３
３

３

２

１

３
３ ３

２

２

２

２

２

３

２
１

１
６

15２
２

18

６

３
３

３

２

１

３
３ ３

２

２

２

２

２

３

２
１

岐阜県

三重県

※：堤防仮締切箇所は、地震発生後の地盤高が朔望平均満潮位を下回る区間として 6箇所（計 10km）程度を想定。 

※：排水ポンプ車の設置台数は、排水能力を 30m3/minとし日最大 50台（他地整からの応援を含む）を想定。 

※：進入ルートの支障あり区間は、仮締切：T.P.+1.2m、排水：T.P.+0.0m以上を抽出。支障あり区間では、ガレキ除去や冠水箇

所への盛土など道路啓開が必要。各所で被災している場合、作業期間が遅れることがある。 
 【排水完了目標】 最も早いブロックで約１週間、最長で約１ヶ月 

堤防仮締切箇所への進入ルート 

ＡＡ

ＤＤ

ＦＦ

ＥＥ

ＢＢ

ＣＣ

【伊勢湾岸道】

【R23】

【伊勢湾岸道】

【東名阪自動車道】

【R23】

【R1】
【R1】

【
R

30
2
】

【R
15

5】

【名神高速道路】 愛知県岐阜県

三重県

排水ポンプ車設置箇所への進入ルート 

:既設排水機場
(青色は稼働可能)

○ :排水ポンプ車設置箇所

:既設排水機場
(青色は稼働可能)

○ :排水ポンプ車設置箇所

※今後の検討により変わる可能性がある 

※今後の検討により変わる可能性がある 
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３．７ 大量の災害廃棄物の発生を想定した広域連携体制の整備 

地震・津波により大量に発生した災害廃棄物の処理は、被災地における応急・復旧活動及

び復興に向けた極めて重要な課題となることから、広域処理を行うことを想定し、関係者の

連携により円滑な実施が図られるように、事前に分別方法の検討をはじめ、仮置場、焼却施

設、最終処分場等の利用に係る広域的な連携方策や体制を整備しておくことが重要である。 

 
・被災地方公共団体への人的・物的プッシュ型の支援を円滑に行えるよう、緊急災害対

策本部や現地対策本部の体制をそのマニュアルを含めて見直すとともに、リエゾンの

役割等についてもマニュアルとしてとりまとめておく必要がある。 
・大量の災害廃棄物の処理を行うために、 
 行政、関係団体、民間企業の広域連携体制の整備 
 利用可能な国有財産（未利用地等）のリストアップと地方公共団体への情報提供 
 災害廃棄物の仮置場の候補地の確保 
 災害廃棄物の処分のための焼却施設、最終処分場等の容量の確認・確保 
 他圏域の地方公共団体との災害廃棄物の受入れ等の相互援助の提携 
 ごみ焼却施設に自家発電設備の設置等を促進 
などを推進する。 

 
 

 
 
 
 

◇「優先的に取り組む連携課題－災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備」に係る取りまとめ 

南海トラフ地震対策  

中部圏戦略会議 

現状把握

ⅱ）利用可能な国有財産（未利用
地等）のリストアップと地方公共団
体への情報提供

ⅲ）災害廃棄物の仮置場の候補地
の確保

仮置場候補地の検
討・選定状況

中間処理・最終処分
施設の能力・容量

災害廃棄物処理計画
の策定状況等

ⅳ）災害廃棄物の処分のための焼
却施設、最終処分場等の容量の
確認・確保

大規模災害時廃棄物対策中部ブロック協議会

大量の災害廃棄物の処理を行
うため、ⅰ)～ⅴ)等を推進。

災害廃棄物対策
指針

利用可能な国有
地リストの共有

災害予防時から
の連絡・連携体
制の構築

協定締結（新規・
見直し）も含めた
連携体制の更な
る構築の推進

災害廃棄物処理計画の策
定等／発生量の推計

広域的連携体制の整備
；協議・連携・連絡体制

各県・市町村等

各自治体において準備
しておくべき事項

今後の方向性

環境省

東海・東南海・南海地震対策
中部圏戦略会議

H10震災廃棄物対策指針・H17水害廃棄物対策指針の策定
→災害廃棄物処理計画の早期策定の促進

「中部圏地震防災基本戦略」
大量の災害廃棄物の発生を
想定した広域連携体制の整備

「災害廃棄物対策指針」（H26策定、H30改定）

東日本
大震災

南海トラフ
巨大地震

教
訓備

え

推進

ニーズ

広域的大規模災害への備えとし
て検討しておくべき事項

（県域を越えた協力の必要性等）

国
の
出
先
機
関

仮置場候補地の確保

被害想定
その他参考情報

ⅰ）行政、関係団体、民間企業の
広域連携体制の整備

ⅴ）他圏域の地方公共団体との災
害廃棄物の受入れ等の相互援助
の提携

協力協定等の締結
状況

南海トラフ地震対策 

中部圏戦略会議 
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・環境省における災害廃棄物対策指針を踏まえ、大規模災害時廃棄物対策中部ブロック協議会

において、以下の方向性で各自治体における準備に係る取組の支援及び広域的連携体制の整

備を図る。 
➢協定締結（新規・見直し）も含めた連携体制の更なる構築の推進 
➢災害予防時からの連絡・連携体制の構築 
➢利用可能な国有地リストの共有 
➢大規模災害に対する各自治体の検討・取組状況等、自治体における取組の参考となる情報の

共有 
・中部ブロックにおいて県域を越えた連携が必要となった場合に備え、発災前、災害応急対応

時、災害復旧・復興時、対応完了後の災害廃棄物対策に関する県域を越えた連携手順のモデ

ルを示す「災害廃棄物中部ブロック広域連携計画第二版」の随時見直しを図る。 
・災害時においては、市町村では迅速な調整や業務の実施が困難な場合があるため、必要に応

じて、国等が調整できるような制度の拡充が必要である。 
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３．８ 巨大地震を想定した訓練の実施    

巨大地震の場合は、広域かつ甚大な被害が予想されることから、応急対策の実施体制を整

備するとともに、あわせて住民や企業等の防災意識の向上を図るため、各関係機関等は、相

互の緊密かつ有機的な連携、協力の下、総合的な防災訓練を実施することが必要である。 
 
・巨大地震の特殊性を十分に考慮し、広域的かつより実践的な地震・津波防災訓練の充

実を図るとともに繰り返し実施する。 
・総合的な防災訓練として、 
➢ヘリコプター等を利用した救出・救助訓練、映像共有訓練 
➢他県からの応援部隊を考慮した受援訓練（公園、運動場、学校、空港、サービスエリ

ア等の防災拠点の活用） 
➢幅広い機関が参加した様々な事態に対処する机上演習・実働訓練 
➢訓練への一般市民の参加 
➢学校や民間企業、ＮＰＯ・ボランティア団体等地域に関係する多様な主体と連携した

訓練などに取り組む  

【災害対策本部参集状況】

関係機関等との情報伝達
災害対策本部

（中部地方整備局）

【愛知県知事、豊橋市長】 【木曽岬町長】 【飯田市長】 【三島市長】

【広域進出拠点開設（恵那峡SA）】 【ヘリによる被災情報収集】

【自衛隊航空機(C130）を活用した車両輸送】

車両輸送

【航路啓開の排出油防除】

航路啓開（三河港）

【排水ポンプ車による排水作業】

排水作業(木曽岬町）

◇中部ブロック南海トラフ地震防災対策推進連絡会広域連携防災訓練
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海上保安本

部

陸上自衛隊三重県警

中部地整 愛知県

庁

岐阜県庁

関係機関とのへり映像の共有

 
 

◇南海トラフ地震等の大規模災害発生時を想定した初動時のヘリによる映像共有訓練 

 

 

<参考>一般市民が参加する新たな訓練（シェイクアウト訓練） 
あいちシェイクアウト訓練（愛知県）  ぎふシェイクアウト訓練（岐阜県） 

 

 

 

 

 

 

コープあいち大高インター店 カラフルタウン岐阜 
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３．９ 被災者の支援対策 

被災者の生活環境の改善を図るためには、短期的な取組としては、避難所における環境整

備等が必要である。なお、避難所生活においては、避難者の健康管理についても十分な配慮

が必要であるとともに、プライバシー等の問題もあることから、障害者、高齢者等の要配慮

者への配慮も念頭においた仮設住宅を早期に確保できる体制を整備しておくことも重要であ

る。また、被災地や避難所における社会秩序維持体制や被災した愛玩動物の保護・管理手法

についても事前に検討しておく必要がある。 

 
・避難所の運営について、 
➢避難所における生活必需品（水、食料、毛布、燃料等）の備蓄・確保手段の検討 
➢居住性を確保するための障害者、高齢者等の要配慮者への配慮も念頭においた環境整

備（応急給水、仮設トイレ、バキュームカー等の確保・整備） 
➢避難所における生活環境の改善対策（暑さ・寒さ対策、感染症、ハエ・蚊対策等）の

検討 
➢避難所生活者の健康管理、メンタルヘルスに係る相談窓口の設置 
➢福祉避難所の指定と既存施設の検証、要配慮者の情報共有 
➢避難所運営に関する広域連携体制の構築 
➢避難所での生活支援策等などに対応できる体制の確立 
➢避難所における家庭動物のためのスペースの確保 
➢女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営 
➢NPO 等の協力を得た避難所の状況改善 
➢避難所となっている学校の早期再開や避難所の集約 
➢避難所にいる外国人被災者のニーズとのマッチングを行う災害時外国人支援情報コー

ディネーターの育成 
などに取り組む。 
・被災者の生活環境の改善を図るために、そのほかの支援として 
➢臨時無料公衆電話の設置、携帯端末・充電器等の貸与、移動通信用車載基地局、衛星

移動通信車、電源車などの配備による被災者の連絡手段確保 
➢被災者支援システム等を活用した避難者情報の把握、救援物資の管理、被災者証明や

家屋罹災証明の発行の行政業務の円滑な実施 
➢避難者の収容や救援物資の集積のための未利用国有地の無償貸付、公務員宿舎の無償

使用許可 
➢被災者の受入れ可能な施設等の事前登録 
➢フェリーなどを利用した被災者への食事、宿泊、入浴等の生活支援 
などに取り組む。 
・被災地周辺で避難所運営の困難が想定される場合などにおける広域的な住民避難の対

応について検討する。 
・気象台は、必要に応じて、被災者の生活に資する気象等の情報を作成し、提供する。 
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・避難所運営に関する専門家チームを育成し、平常時から避難所の運営計画策定や解説・

運営訓練に関する支援を行うとともに、発災時もアドバイスを行える仕組みづくりを

行うことが必要である。 
・被災者のニーズを把握し、円滑な対応を行うため、ビックデータ等の活用を検討する。 
・感染症対策について、平常時からホテルや旅館等の活用を含めて検討するよう努める。 
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４．地域全体の復興を円滑に進めるために 
被災者の生活再建、被災企業の復興等により、地域の自立的な経済復興を速やかに実施で

きる支援体制を構築しておくことが、長期的な取組として必要である。 
早期復興にあたっては、関係する機関が多岐にわたることから、国、地方公共団体、ＮＰ

Ｏ・ボランティア、専門家等があらかじめ認識を共有しておく必要がある。また、被災地域

における事前に復興計画などを策定する場合には、行政と住民等が連携し、地域が一体とな

って取り組むことが必要である。 
また、事業設備の棄損、物流の混乱やサプライチェーン断絶などの影響による生産体制の

継続断念や縮小、風評被害等による観光客の減少など地域経済への影響が懸念されることか

ら、事前のリスク管理並びに事後の危機管理により、地域経済への影響の回避・軽減対策を

実施しておく必要がある。 

 
・被災者の生活環境を守るためには、仮設住宅等の早期確保が必要であるため、 
➢利用可能な未利用国有地等のリストアップと未利用国有地の無償貸付及び公務員宿舎

の無償使用許可 
➢応急仮設住宅の建設候補地リスト・配置計画を作成及び定期的更新 
➢公営住宅や民間賃貸住宅を被災者向けに即時活用するための体制整備 
➢仮設住宅資材としての国有林材の供給 
➢「広域巨大災害に備えた仮設期の住まいづくりガイドライン(R2.3 月)」の周知を図る

ため、各県主催の応急仮設研修会で出前講座等の開催 
➢「中部ブロック災害時の住宅支援に係る連絡調整会議」の開催と、中部管内各県の応

急仮設住宅供与に関する取り組み等の取りまとめ 
などに取り組む。 
➢民間賃貸住宅を活用できる可能性の高い都市部等において、賃貸型応急住宅の利用の

促進などに取り組む。 
・また、被災者の生活再建のために、 
➢金融機関の被災状況、稼働状況等の把握と的確な広報による混乱防止 
➢通貨の円滑な供給の確保 
➢災害時の金融上の措置（預金通帳を亡失した場合の預金払戻の利便確保、融資相談所

の開設及び審査手続きの簡便化など）の周知 
➢被災した個人や企業に対する雇用・労働等に関する相談窓口を速やかに設置するため、

ワンストップ対応を見据えた平時からの関係機関の連携 
➢被災した交通機関の代替輸送や代替輸送ルートの設定と交通の円滑化 
➢仮設住宅等の新たな環境の下での生活への健康支援体制の構築 
➢即効性のある臨時的な雇用創出策と、被災地の特性を踏まえた産業振興の方向性に沿

った職業訓練を通じた労働者の技能向上等による中長期の安定的な雇用創出策を組み

合わせて実施 
➢被災経験者に対するメンタルヘルスに係る相談窓口等の体制の確保 
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などに取り組む。 
・円滑な復旧・復興を進めるために、 
➢行政、地域住民等が、一体的に取り組むことができる体制整備 
➢社会資本の早期復旧のための民間活力（PPP 等）の利用手法 
➢行政事務支援などでの行政分野の退職者等（震災人材バンク）の活用 
➢中部圏内の遠隔地域間での連携と被災時の支援体制の構築 
➢他圏域の地方公共団体との間の連携と防災協定に基づく被災地支援 
➢歴史的につながりのある地域間での支援（山間地域と沿岸被災地等） 
➢被災地での雇用創出（キャッシュ・フォー・ワーク） 
➢戸籍や住民基本台帳等の各種データの整備保存およびバックアップ体制の整備 
➢被災地方公共団体が復興計画を作成するための指針となる災害復興マニュアルの整備

についての研究などの検討などに取り組む。 
・被災中小企業等に対する援助、助成措置について、広く被災者に広報するとともに、

相談窓口等を設置する。 
・中小企業による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対策の普及を促進す

るため、商工会・商工会議所・中小企業団体中央会等との連携・協力を推進する。 
・民間企業においては、公表された地震の規模、被害想定を基に、以下を含む事業継続

計画（BCP）の策定及び見直しを進め、企業における危機管理体制をさらに強化する。 
➢施設・設備の地震・津波対策の強化 
➢サプライチェーンのリスク分散 
➢従業員の安否確認体制の強化 
・屋外移動が危険な状況であるときは、従業員等が屋外を移動することのないよう、テ

レワークの実施、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための措置を講ずる。 
・また、他地域・地域間の企業、行政、住民との連携や他圏域との連携を考慮した地域

連携 BCP の策定の普及促進を推進する。 
・航路啓開を含めた港湾の事業継続計画（港湾 BCP）の充実を図る。 
➢各港別に緊急物資輸送に係る行動計画（案）を策定する。 
➢初動対応のフェーズ毎に各関係者の分担業務と目標時間を整理し、時間軸をベースと

する行動計画を取りまとめる。 
➢各県から公表される新たな津波浸水想定等を基に、海上漂流物の予測を行い、航路啓

開に必要な作業船団・人員等を把握して、調達計画について災害協定業者と調整を行

う。 
➢関係者間における災害時の情報連絡手段を構築し、岸壁の応急復旧、航路啓開、緊急

物資輸送に係る作業船団、輸送船舶、荷役機械、要員等に関する情報共有を行う総合

管理体制を確立する。 
・風評被害等による観光など地域経済への影響の回避・軽減対策として、正確な情報提

供の発信のあり方などについて、事前に検討する。 
・建設業における、若年入職者の減少、技能労働者の高齢化の進展等による担い手不足

が懸念されるため、技能労働者等の育成及び確保のための取組を進める。 
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・より多様化・複雑化する災害対策を円滑にすすめるために、職員の防災力の向上に加

えて、退職者や専門知識を有する者、民間企業、NPO 等、あらゆる人材の活用が不可

欠であり、国や都道府県は連携をこれまで以上に強化する。 
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Ⅴ 基本戦略の推進に向けて 

基本戦略を着実に進めるためには、中部圏全体の関係機関、団体、地域住民が基本戦略の重

要性を認識し、情報を共有した上で、各機関や地域社会が一体となって実現に向けて取り組む

ことが重要であり、有機的な連携を継続しながら、各機関の所管業務にとらわれることなく総

合的に一体となって各種施策を着実に実施し、安全・安心な中部圏を目指して、総合的な防災

力を強めていくこととする。 
なお、基本戦略の実効性をより高めるために、次の事項について、各機関の協力を得て、強

力に推進していくものとする。 
・「南海トラフ地震対策中部圏戦略会議」を定期的に開催すること 
・各機関の緊密な連携なくしては達成が難しい課題を連携課題（下記に示す課題）として取

り組むこと 
・連携課題の中で重点的に取り組む項目を「優先的に取り組む検討項目」として掲げること 
・「優先的に取り組む検討項目」については、進捗状況を定期的にフォローアップし、取組の

成果を共有すること。なお、その時々の情勢に応じて、適宜、検討項目の追加・更新を行

うことを可能とする 
・中部圏戦略会議の構成機関等が連携し、広域的・実践的な地震・津波防災訓練を毎年実施

すること 
・今後、国等が策定する「南海トラフ地震防災対策」に係る計画等に、基本戦略に盛り込ま

れた優先的に取り組む検討項目や連携課題の成果等が反映されるよう働きかけること 
・中部圏は、東西交通の要衝に位置し、人口や産業が集積している地域であり、被災によっ

て日本経済への影響も懸念されることから、生活や経済活動への影響を防止・軽減する施

策を推進すること 
【１１の連携課題】 

１．災害に強いものづくり中部の構築 

２．災害に強い物流システムの構築 

３．災害に強い地域づくり 

４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化 

５．防災意識改革と防災教育及び人材育成の推進 

６．確実な避難を達成するための各種施策の推進 

７．災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備 

８．防災拠点を結ぶネットワーク形成と総合啓開のオペレーション計画の策定 

９．関係機関相互の連携による防災訓練の実施 

１０．初動時医療対策のあり方 

１１．大規模地震発生時の初動時のヘリ等による情報収集・情報共有体制の構築 
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◇基本戦略の取組と連携課題 
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